
 

 

 

 

 

 

 

 

第３次飯塚市総合計画 

基本計画 

（素案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Administrator
テキストボックス
令和8年7月6日
飯塚市総合計画審議会
資料2-1



 

目次 

第１章 人権・市民参画 ..................................................................................... 1 

１－１．人権尊重のまちづくりの推進 ................................................................................ 1 

１－２．男女共同参画の推進 ......................................................................................... 3 

１－３．協働のまちづくりの推進 ...................................................................................... 5 

１－４．情報化社会への適切な対応と情報発信の充実 ......................................................... 7 

第２章 行政経営 ............................................................................................. 9 

２－１．効果的・効率的な行政経営の推進 ......................................................................... 9 

２－２．持続可能な財政基盤の確保 ............................................................................... 11 

２－３．職員の人材育成・確保の推進 ............................................................................. 13 

第３章 健幸・福祉 ......................................................................................... 15 

３－１．健幸のまちづくり ............................................................................................. 15 

３－２．安心して暮らせる地域づくり ............................................................................... 17 

３－３．障がい者福祉の充実 ........................................................................................ 19 

３－４．高齢者が安心して暮らせるまちづくり .................................................................... 21 

第４章 こども・子育て ..................................................................................... 23 

４－１．子育て支援の推進 ........................................................................................... 23 

４－２．安心して産み育てやすい環境づくり ...................................................................... 25 

４－３．こども・若者が健やかに成長する環境づくり ............................................................ 27 

第５章 地域経済 ........................................................................................... 29 

５－１．農林業の振興 ................................................................................................. 29 

５－２．雇用促進と人材の育成 ..................................................................................... 31 

５－３．地場産業の振興 .............................................................................................. 33 

５－４．創業・起業の促進と企業誘致 ............................................................................. 35 

５－５．商業の振興 .................................................................................................... 37 

５－６．観光の振興 .................................................................................................... 39 

第６章 教育・文化 ......................................................................................... 41 

６－１．人権を尊重する豊かな心・健やかな体を育む教育の推進 ........................................... 41 

６－２．確かな学力を育む教育の推進 ............................................................................ 43 

６－３．生涯学習の振興 .............................................................................................. 45 

６－４．スポーツの振興 ............................................................................................... 47 

６－５．文化芸術の創造 .............................................................................................. 49 

６－６．歴史的・文化的遺産の保護と活用 ....................................................................... 51 

６－７．国際交流・多文化共生の推進 ............................................................................. 53 

第７章 都市基盤・生活基盤 ............................................................................. 55 

７－１．災害・減災対策の充実 ...................................................................................... 55 

７－２．消防・救急体制の充実 ...................................................................................... 57 

７－３．生活安全の向上 .............................................................................................. 59 

７－４．計画的な土地利用の推進 .................................................................................. 61 

７－５．定住環境の充実 .............................................................................................. 63 

７－６．公共交通の維持と利便性の向上 ......................................................................... 65 

７－７．公園・緑地の整備 ............................................................................................ 67 

７－８．道路の整備 .................................................................................................... 69 

７－９．上下水道の整備と更新 ..................................................................................... 71 

第８章 自然環境 ........................................................................................... 73 

８－１．自然環境の保全 .............................................................................................. 73 

８－２．快適な生活環境づくり ...................................................................................... 75 

８－３．循環型社会・脱炭素社会の推進 .......................................................................... 77 

 



1 

第１章 人権・市民参画 

１－１．人権尊重のまちづくりの推進 

 

現状と課題 

人権は、人が人として尊重され、自由で幸福に生活していくため各人が持っている固有の権利で、日

本国憲法にも基本的人権として定められ、保障されているものです。しかしながら、依然として、社会生活

のあらゆる場面において、部落差別問題をはじめ女性やこども、高齢者、障がいのある人、外国人、感染

症などに対する様々な人権問題が生じており、近年では、社会情勢の急激な変化や国際化、価値観の多

様化、情報化の進展などを背景に、インターネットを介した人権問題が深刻化しており、様々なマイノリテ

ィの人々を対象としたインターネット上の誹謗中傷が発生しています。 

国は、このような状況を受け、外国人に対する差別的言動の解消、性的マイノリティに対する国民の理

解増進、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律等を新たに制定するほか、啓発や相談のオンラ

イン化などを進めています。 

本市では、「第３次飯塚市人権教育・啓発実施計画」を２０２２（令和４）年３月に策定し、人権尊重社

会の実現に向けて人権教育・啓発の推進に取り組んできました。 

また、２０２４（令和６）年度に実施した飯塚市人権問題市民意識調査の結果を見ると、今後の行政施

策として特に重要であるものとして、「こどもや高齢者・障がいのある人などが、地域社会の中で孤立す

ることを防ぐための見守りや支援体制の整備」「人権教育・啓発の充実」「福祉・医療や教育・行政関係

者などに対する研修の徹底」などが高い割合を示しています。 

これらのことから、人権教育・啓発の推進や見守り、支援体制の充実などが課題となっています。 

 

施策の方針 

総合的かつ計画的な人権教育・啓発に取り組み、市民一人一人の人権が真に尊重されるまちづくりを

推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

人権教育・啓発講演会等参加者数 ９，８８０人 ⇒ １１，０００人 

人権意識が高揚した参加者の割合 ９６．０％ ⇒ １００．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 人権教育・啓発の推進 

市民一人一人が人権を尊重することの重要性を正しく認識し、自己の人権と同様に他者の人権にも

十分に配慮した行動ができるように、学校や社会教育の場はもとより、家庭や職場、地域などあらゆる場、

あらゆる機会を通じた人権教育及び啓発活動を推進するとともに、人権教育の指導者や地域指導者の

育成に努めます。 

 

② 人権尊重のまちづくりに向けた総合的な取組の推進 

様々な人権問題に幅広く対応し、人権尊重の視点が反映されるよう、全庁的かつ総合的な人権施策

を推進します。 

また、健康で文化的な生活の実現に向けての生活環境改善や教育・就労の分野での課題の解決に

向け、必要な取組の把握と積極的な事業実施に努めます。 

 

③ 人権擁護施策の推進 

個別の人権侵害に適切に対応するために、各分野における相談・支援機能の充実を図るとともに、分

野ごとの相談・支援体制の連携に努め、各種の相談機関や公的支援制度との連携・協力関係を図り、総

合的かつ効果的な相談・支援に取り組んでいきます。 

 

④ 人権啓発センター事業の推進 

人権啓発や福祉の向上を目的に市民交流の拠点となる開かれたコミュニティ施設として、人権啓発セ

ンターにおいて生活の各種相談事業や人権啓発活動事業、高齢者生活支援事業等を行い、人権尊重、

人権擁護に取り組みます。 
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１－２．男女共同参画の推進 

 

現状と課題 

国は、男女共同参画社会基本法や女性活躍推進法の改正、困難な問題を抱える女性への支援に関

する法律の制定を行うとともに、２０２６（令和８）年に策定した「第６次男女共同参画基本計画」に基づき、

男女共同参画の推進による多様な幸せ（ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ）の実現、男女共同参画社会の実現に向けた基

盤の整備・強化等に取り組んでいます。一方、社会においては、多様な働き方の整備が企業の経営課題

となっており、共働きの増加や単身・ひとり親世帯の増加、性暴力やＤＶといった問題への対応も求められ

ています。 

本市においても、２０２２（令和４）年に「第２次飯塚市男女共同参画後期プラン」を策定し、「あらゆる

世代における男女共同参画への意識づくり」「あらゆる分野における女性の活躍推進」「男女が共に支

え合い、安全・安心で住みよいまちづくり」の３つの基本目標のもと、男女の人権が尊重され、誰もが自ら

の意思に基づき活躍でき、安全・安心に暮らせる社会の実現に向け取り組んできました。 

２０２５（令和７）年に実施した男女共同参画に関する市民意識調査によると、固定的な性別役割分担

意識は解消されつつあるものの、行動面では依然として役割分担が性別に基づいている状況がうかが

われ、意識面での変化をいかに具体的な行動へ結び付けるかが課題となっています。 

また、女性の労働状況に関する事業所調査においても女性の活躍推進に向けた取組やワーク・ライフ・

バランスの推進など働きやすい環境整備が求められています。 

このような課題を整理し、新たに策定する「第３次飯塚市男女共同参画プラン」においては、更なる固

定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みの解消、女性の活躍推進、困難な問題を抱える女性へ

の支援の充実などを盛り込み、関係機関等と連携し、様々な施策を総合的かつ計画的に推進していくこ

ととしています。 

 

施策の方針 

性別にかかわらず個性と能力を十分に発揮し、喜びや責任を分かち合う男女共同参画社会づくりを

推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

地方自治法第２０２条の３に基づく市の審議会

等女性委員の割合 
３８．７％ ⇒ ４０％～６０％ 

男女共同参画に関する講演会等において有益

と感じた参加者の割合 
８５．１％ ⇒ １００％ 
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施策を実現するための基本事業 

① あらゆる年代における男女共同参画への意識づくり 

男女がお互いの人権を尊重し、性別によって生き方や働き方が制限されることなく、その個性と能力が

十分発揮されるよう、男女共同参画の視点に立った意識づくりを進めます。 

 

② あらゆる分野における女性の活躍推進 

男女が共に様々な分野に参加し、対等な立場で参画できるための環境整備や、自らの意思によって女

性が職業生活を営むにあたり、その個性と能力を十分に発揮できるよう、長時間労働の是正、多様な働

き方の推進、ワーク・ライフ・バランスの実現等に向け、市民や事業者等への取組を進めます。 

 

③ 男女が共に支え合い、安全・安心で住みよいまちづくり 

従来の固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、男女が共に家庭生活や地域活動に主体的

に参画し、健康で、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます。また、あらゆる暴力の根絶に向けた啓発

に取り組むとともに、困難な問題を抱える女性などへの相談事業の充実を図り、相談者の実情に応じた

支援に取り組みます。 
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１－３．協働のまちづくりの推進 

 

現状と課題 

地方分権の進展により、国は、地域運営組織や官民連携、共助の仕組みづくりを推進しています。また、

少子高齢化や単身世帯の増加による地域における連帯意識の希薄化など、社会環境が大きく変化する

中、多種・多様な価値観やニーズを持つようになっています。一方、高齢者世帯の増加や災害の発生等も

あり、見守りや地域の防災力が重要となっています。 

本市においても、自治会加入世帯が減少する中、安全・安心な暮らしを守る地域コミュニティの維持に

向け、２０１２（平成２４）年度までに設置した市内１２地区のまちづくり協議会の活動を支援してきました。

２０２５（令和７）年には、２地区のまちづくり協議会を一般社団法人化し、２０２６（令和８）年からは活動

の拠点である交流センターに指定管理者制度を導入するなど、２０２０（令和２）年に制定した「飯塚市協

働のまちづくり推進条例」により、活動に関わる方々の信頼の輪を広げ、地域課題を自ら解決できるよう

な市民の力、地域の力の醸成を支援しています。 

今後は、地域活動を継続・発展させるための組織基盤を整え、地域活動の担い手の確保や負担の軽

減、自主自立での運営に向けた支援が求められます。また、地域活動以外に自主的に市民活動を行う市

民の育成及び活動の支援も求められます。 

 

施策の方針 

まちづくりの様々な場面において市民参画を促し、市民等、地域活動団体（自治会、まちづくり協議会

等）、市民活動団体（ＮＰＯ、ボランティア団体等）及び市の協働による活力ある地域づくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

自治会加入率 ４６．４％ ⇒ ５０．０％ 

指定管理者制度を導入している交流センター数 ２センター ⇒ ７センター 
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施策を実現するための基本事業 

① 協働のまちづくりの推進 

市民等、地域活動団体、市民活動団体及び市の役割を明らかにした「飯塚市協働のまちづくり推進条

例」に基づき、共通の目的のもとに対等な立場で相互に補完し合い、地域の課題解決を図るため、あら

ゆる機会を通じて、「市民参画」、「協働」についての意識の高揚に努めます。 

また、それぞれが互いの人権を尊重し誰もが共に活躍できる協働のまちづくりを推進するとともに、１２

地区まちづくり協議会の支援の強化に努めます。 

 

② 自治会活動の支援 

日々の生活や災害時等において、個人では解決できない問題や課題の解決に向け、同じ地域に住む

人同士が互いに助け合い、支え合うことが求められます。そのため、自治会加入率の低下を踏まえ、コミュ

ニティの基盤となる自治会への加入促進に向けた取組を支援するとともに、先進的な取組についての情

報提供等を行うなど、自治会活動を支援します。 

 

③ 地域コミュニティ活動の拠点づくりの推進 

交流センターをより一層、地域コミュニティ活動の拠点施設として発展させるために、まちづくり協議会

の充実による法人化を推進し、交流センターの指定管理導入に向けた取組を行っていきます。 

さらに、核となるまちづくりリーダーの存在は、活動のきっかけや活性化の契機となることから、活動負

担の軽減等による人材の確保や育成、ネットワークの構築に努めます。 
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１－４．情報化社会への適切な対応と情報発信の充実 

 

現状と課題 

国は、２０２１（令和３）年にデジタル庁を設置するとともに、２０２３（令和５）年に「デジタル田園都市構

想総合戦略」を策定し、地方のデジタル化を支援しています。また、２０２５（令和７）年には地方創生２．０

基本構想を策定し、デジタル技術の活用や関係人口の創出を含む地方創生を推進しています。地方自

治体に対しては、デジタル実装への支援に加え、自治体情報システム標準化やマイナンバー活用の推進

により行政ＤＸが加速しています。 

社会においては、スマートフォンやＳＮＳが普及するとともに、近年、生成ＡＩの普及が進んでおり、情報の

受信・発信の手段が多様化し、生活の利便性が向上する一方、サイバー攻撃や個人情報の流出等の危

険性が高まるとともに、インターネットやデジタル技術を使いこなせる人とそうでない人の間に生じるデジ

タル格差の存在も見受けられます。 

本市においても、ＳＮＳによる情報発信を進めるとともに、２０２４（令和６）年には「飯塚市行政経営戦

略推進ビジョン」を策定し、各種行政手続きのオンライン化や行政事務のデジタル化による業務効率化

に取り組んでいます。 

今後も、あらゆる市民が適時、適切な情報を受け取ることができ、ＳＮＳでは届きにくい層へは広報紙に

よって手に取って受け取れるよう、市民向けの情報共有を進めるとともに、市外に対しても本市の地域資

源、人の魅力、暮らしの価値を効果的に発信し、定住人口、交流人口のみならず関係人口の拡大につな

がる情報発信へ更新していくことが求められます。また、市民が不利益を受けることがないよう、個人情報

等を適切に管理するとともに、市民からの意見や提案などを聴取する機会を充実することが求められま

す。 

 

施策の方針 

市民がまちづくりに参画できるよう情報共有の推進を図るとともに、市民の誇りと市外からの共感を高

めるため、収集した情報の適切な管理と効果的な情報発信を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

市公式ＬＩＮＥのフォロワー数 ２６，１２７人 ⇒ ６０，０００人 

市公式Ｉｎｓｔａｇｒａｍのフォロワー数 ４，９１１人 ⇒ １５，０００人 

市のＳＮＳ（ＬＩＮＥ）配信に満足している割合 ３４．８％ ⇒ ５０％以上 

広報いいづかに満足している割合 ３４．０％ ⇒ ５０％以上 

情報公開等請求に係る開示率 ９０．８％ ⇒ ９５．０% 
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施策を実現するための基本事業 

① 広報の充実 

広報紙、ホームページやＳＮＳ等を通して市民への情報提供の充実を図るため、新たな手法を研究し、

様々な手法を活用した情報発信に努めます。 

 

② シティプロモーションの推進 

定住人口、交流人口及び関係人口の拡大に向け、本市に人を呼び込むため、飯塚が有する地域資源

や強みを市内外へ戦略的に発信し、市民の誇りと市外からの共感を高めていきます。 

 

③ 市民参画機会の充実 

政策の形成や実施に市民の意見を取り入れるなど更なる市民参画を進めるため、市民アンケート調

査等により市民の声や地域の実情の把握に努めるとともに、市民と行政との情報のやりとりができる仕

組みづくりを推進します。さらに、審議会等への参加を促進し、市民・団体等の意見を聴き取るなど、意見

交換に努めます。 

 

④ 適切な情報管理の推進 

個人情報を保護するとともに市民の「知る権利」を保障するため、公文書管理など行政内部の適切な

情報管理に努めるとともに、市民の視点に立った情報の公開・公表、個人情報の適切な管理に努めます。 
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第２章 行政経営 

２－１．効果的・効率的な行政経営の推進 

 

現状と課題 

国においては、地方自治体に対しデジタル・ガバメントの推進や行政サービスの効率化が強く求められ

ており、マイナンバー制度の活用や自治体ＤＸの取組が加速しています。物価上昇や社会保障費の増大

により、限られた財源の中で最大限の行政効果を発揮する経営手法が求められています。また、人口減

少や高齢化の進行により、行政需要が多様化・複雑化しており、従来型の業務運営では対応が困難に

なっています。一方、ＡＩなどの新技術の活用が、行政事務の効率化に大きな可能性をもたらしています。 

本市では、人口は減少傾向にあり、２０２５（令和７）年時点で約１２．２万人となっています。高齢化率は

３０％を超えており、福祉・医療分野を中心に行政需要が増加している現状があり、限られた財源や人的

資源などを有効活用していく必要があります。 

これまで本市では、行政評価制度による事務事業の見直し、指定管理者制度の活用などにより、業務

の効率化と民間活力の導入を進め、「情報・デジタル化の改革」により、行政サービスの向上や業務の効

率化、民間との連携を含めた効果的で効率的な行政サービスの提供、並びに自主財源の安定的な確保

に取り組んでいます。また、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の統廃合や長寿命化対策を進め、

将来負担の抑制に一定の成果を上げています。 

しかしながら、更なる市民満足度の向上につながる、効率的で利便性の高い行政サービスの実現が

課題となっており、業務プロセスのデジタル化と自動化などにより、限られた職員体制で行政サービスの

質を向上させ、限られた資源で持続的に行政サービスを提供できる行政経営体制の確立が求められま

す。 

 

施策の方針 

地方分権や多種・多様化する市民ニーズに適切に対応する柔軟かつ効果的・効率的な行政経営を推

進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

業務効率化に伴う財政効果額（累計） 1 千万円 ⇒ 1 億円 

公共建築物の削減面積（累計） － ⇒ ４．５万㎡ 

電子申請項目数 ５２件 ⇒ ７４件 
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施策を実現するための基本事業 

① 効果的・効率的な行政経営の推進 

限られた職員体制で行政の経営資源を最大限に活用し、行政サービスの質の向上を図るため、効果

的で効率的な組織体制の確立と施策や行政サービスの適切な改善、見直しを行い、選択と集中の視点

で経営資源を配分していく行政経営を推進します。 

また、企業や大学、ＮＰＯなどの機関と連携し、地域課題の解決や事務の効率化、地域活動の活性化

などに取り組むため、公民連携を推進します。 

 

② 情報システム整備の適正な推進 

事務処理の高度化・効率化を図るため、事業目的に沿ったシステム化の効果や成果に重点をおきな

がら、システム構築を進めます。 

 

③ デジタル化による利便性の向上 

行政サービスの向上と業務の効率化に向け、本市ホームページ等を通じて利用できる電子申請の拡

充に取り組みます。 

 

④ 広域行政の充実 

市民サービスの向上を図り、圏域全体を活性化するため、２０１８（平成３０）年に２市１町（飯塚市・嘉

麻市・桂川町）で形成した「嘉飯圏域定住自立圏」の中心市として圏域全体をマネジメントし、相互に協

力・連携することで、効果的・効率的な広域行政を進めます。 

 

⑤ 公共施設の総合的管理の推進 

公共施設等に関する広域的・長期的な視点での更新、統廃合、維持管理等の方針を定めた「第３次

公共施設等のあり方に関する基本方針(公共施設等総合管理計画)」に沿って、公共施設等の効果的・

効率的な配置や、受益者負担の適正化など運営の最適化、利活用策がない跡地・跡施設の民間譲渡な

ど、総合的な管理を推進します。 
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２－２．持続可能な財政基盤の確保 

 

現状と課題 

国においては社会保障関係費の伸長が続く中、原材料やエネルギー価格の高騰が長期化しており、こ

うした厳しい財政環境は、公共施設の維持管理費や事業運営費の増大を通じて、本市の財政運営にお

いても多大な影響を及ぼしています。 

本市の財政状況を見ると、歳入面では、ふるさと納税による寄附金等の増加により自主財源の割合は

上昇していますが、市税収入は横ばいで推移しており、構造的に十分な自主財源を確保しているとは言

い難い状況です。歳出面では、人事院勧告における給与改定に伴う人件費の上昇に加え、高齢化の進

展や子育て支援策の拡充等の社会保障経費に関する扶助費が増加しており、義務的経費の増大による

財政構造の硬直化が喫緊の課題となっています。さらに、多くの公共施設が老朽化しており、将来にわた

る多額の更新・改修費用の発生が懸念されています。 

こうした中、本市ではこれまで、財政見通し（中期財政計画）の策定を通じて財政収支の適正化を図る

とともに、事務事業の継続的な見直しを進め、市有財産の有効活用や未利用地の売却等により、自主財

源の確保に努めてきました。 

今後も、人口減少社会や公共施設更新等の影響により、財政需要は高い水準で推移することが見込

まれます。持続可能な財政基盤を確立し、将来世代へ過度な負担を先送りしないためにも、既存事業の

徹底した再検証による歳出の適正化を図るとともに、企業誘致や定住促進を通じた市税収入の安定的

な確保に、より一層注力していく必要があります。 

 

施策の方針 

適正な賦課・収納に努め、公平性を確保しつつ、市税収納率の向上を図るとともに、持続可能な財政

基盤確立に向け、効率的な財政運営を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

市税等収納率 ９８．６％ 

（Ｒ２～Ｒ６平均） 
⇒ 基準値以上 

経常収支比率 98.6％ ⇒ ９８％以下 

財政調整基金及び減債基金の基金残高 １５９．８億円 ⇒ ６０．０億円 
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施策を実現するための基本事業 

① 健全な財政運営の確立 

計画的な財源確保を図るため、国・県の補助制度や地方債の効果的な活用に努めます。また、事業の

選択と集中を進め、優先順位を明確にして事業を実施することにより、財源の重点的かつ効率的な配分

を行い、健全な財政運営を推進します。 

 

② 市税等自主財源の適切な確保 

自主財源の安定的な確保を図るため、課税、納税体制を充実強化するとともに、ふるさと応援寄附金

(個人・企業)を促進します。 

また、使用料・手数料などについては、公正・公平な受益者負担の原則に基づき、適正化に努めます。 
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２－３．職員の人材育成・確保の推進 

 

現状と課題 

若年層を中心に労働人口が減少する中、本市においても公務を担う人材の確保は重要な課題のひと

つです。加えて、地方自治体を取り巻く環境の急速な変化により、自治体職員には政策形成能力や説明

責任、デジタル対応力など、従来以上に高度で多様な能力が求められています。また、住民ニーズの多

様化や複雑化により、現場対応力やコミュニケーション能力の重要性が高まるとともに、限られた人員で

持続可能な行政運営に向けた対策が不可欠となっております。 

これまで本市では、階層別研修や専門研修の実施、外部研修機関への派遣などを通じて、職員の能

力向上・開発に取り組んできましたが、デジタル技術の急速な進展に伴い、ＤＸを推進しデジタル技術の

効果的な活用ができる人材の育成が急務となっています。 

このため、本市への貢献意欲の高い人材の確保を進めるとともに、職員に求められる能力向上に向け

た支援をはじめ、学ぶ意欲がある職員を継続的に支援する環境を整え、能力向上を図り、全ての職員が

働きがいを持つことができる組織風土の醸成が求められます。 

 

施策の方針 

質の高い住民サービスを提供し、多種多様化する市民ニーズや行政課題に的確に応えられるよう、職

員の能力向上・開発に向けた取組を推進するとともに、貢献意欲の高い人材の確保を進めます。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

研修内容の活用度（所内研修受講職員） ８９．９％ ⇒ １００．０％ 

研修内容の活用度（派遣研修受講職員） － ⇒ １００．０％ 

職員採用率 ９６．８％ ⇒ １００．０％ 

働く環境への満足度 確認中のため結果集

約後に記載（Ｒ８） 
⇒ 

確認中のため結果集

約後に記載 
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施策を実現するための基本事業 

① 職員の資質向上 

実務と教養のバランスを重視し、自己の能力を最大限に生かして、様々な課題を解決できるような資

質の向上を図るため、各種研修等を実施します。 

 

② 公務を担う人材の確保 

本市への貢献意欲が高く、求められる職員像に相応する優秀な人材を確保するための各種取組を実

施します。 

 

③ 働き方改革の推進 

全ての職員が、それぞれの役割を果たすとともに、やりがいをもって働くことができるよう、多様な働き

方ができる環境の整備や職員の意識改革を推進します。 
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第３章 健幸・福祉 

３－１．健幸のまちづくり 

 

現状と課題 

高齢化の進行、生活習慣病の増加や医療の高度化により、国においては健康寿命の延伸や医療費適

正化を目的とした政策が進められているものの、自治体においては、医療費や介護費の増大が財政に影

響を与えています。また、年齢や環境、健康状態等に着目し、医療・介護ＤＸの進展等も踏まえながら、デ

ータ等の分析・活用を図るとともに、医療機関、民間企業、健康保険組合、協会けんぽ、共済組合など、各

関係団体との連携も重要となります。 

本市においても高齢化率は上昇傾向にあり、生活習慣病も増加傾向にあります。本市が行っている国

民健康保険加入者の健康診査の受診率は全国平均を超えていますが、国が目標とする受診率には届い

ていないため今後も更に受診率の向上に取り組む必要があります。 

本市では、特定健診の受診勧奨、健康教室やウォーキング事業の実施、関係団体と連携した健康づく

り活動を推進してきました。その結果、健康意識の向上や地域での自主的な健康活動の広がりが一定程

度見られますが、課題である健康無関心層へのアプローチ等は継続して実施してく必要があります。また、

感染症については、人の動きや物流のグローバル化により短期間で広がる傾向にあることから、各年代

の健康リスクに応じた感染症予防対策が必要となります。 

今後は、データを活用した効果的な健康づくり施策の展開や、多世代が参加できる健幸づくりの仕組

みづくりが求められます。 

 

施策の方針 

市民一人一人が、自分の健康に関心を持つとともに、主体的に心と体の健康づくりに取り組むための

支援を行う「健幸のまちづくり」を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

健康寿命（平均寿命と健康寿命の差） 男性：１．４１歳 

女性：２．９９歳 
⇒ 

平均寿命と健康寿命

の差の減少 

特定健診受診率 ４２．５％（Ｒ６） ⇒ ６０％ 

一人当たり医療費（国民健康保険） ４５８，０６３円（Ｒ６） ⇒ ６４４，０１４円 

一人当たり医療費（後期高齢者医療） １，１４４，８２０円（Ｒ６） ⇒ １，２４０，３３１円 

市立病院への患者紹介率 

市立病院からの患者紹介率（逆紹介率） 

８５．９％ 

１０６．６％ 
⇒ 

５０％以上 

７０％以上 

予防接種接種率（麻しん・風しん） １期：９４．８％ 

２期：８９．７％ 

（Ｒ６） 

⇒ 
１期・２期共に 

９５％以上 
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施策を実現するための基本事業 

① 健康づくりの促進 

市民の自主的な健康維持増進及び健康に対する意識の向上を図るため、日常生活に密着した健康

相談や健康教室など各種保健サービスの提供をはじめとした健康づくりやフレイル予防の取組を推進す

るとともに、健康に対する市民への啓発に努めます。 

また、地域活動及び日常生活の中での健幸づくりが定着するように、食生活改善推進会をはじめとし

た団体等との協力・連携体制の構築を図ります。 

 

② 各種保健事業の推進 

健康管理、健康相談、健康診査、訪問指導の充実を図り、生活習慣を改善できるよう各種保健事業を

推進します。 

また、市民自らが健康状態を自覚し、生活習慣の改善や疾病予防につなげるため、若年者健康診査、

特定健康診査、がん検診の普及啓発に努めることにより健康状態及び健康意識の向上を図ります。 

さらに、データ活用や各関係団体との連携等による、健康課題や特性を捉えた健康づくり、セルフケア

の後押しと、その環境づくり等の推進に取り組みます。 

 

③ 医療機関との連携による取組 

市立病院は、地域の中核的病院として地域の医療機関と連携を図りながら、質の高い医療を適切に

提供します。また、地域医療支援病院としての役割を果たし、かかりつけ医の後方支援を行うため、患者

の紹介・逆紹介についても積極的に推進します。 

 

④ 各種予防接種の実施 

感染症のまん延防止や重症化予防のため、こどもや高齢者に対して各種予防接種事業を実施します。 
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３－２．安心して暮らせる地域づくり 

 

現状と課題 

高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場という人々の生活領域における支え合いの基盤が弱まっ

てきている中、これを再構築することで、誰もが役割を持ち、お互いが配慮し存在を認め合い、そして時に

支え合うことで、孤立せずにその人らしい生活を送ることができるような社会としていくことが求められて

います。 

一方、既存の枠組みによる支援だけでは対応しきれない、制度の狭間の問題や生活課題の多様化・

複雑化などが顕在化してきており、それらの課題に対応する支援体制の構築が必要となってきています。 

本市では、２０２５（令和７）年度から「いいづか福祉まるごとサポート」として、相談支援機能の一元化

や地域資源との連携強化に取り組んでいます。また、生活保護率は依然として県平均を上回る水準で推

移しており、就労支援や居住支援を含めた自立支援の充実が求められています。 

今後は、社会や経済状況の変化に対応できるよう、困難な状況に陥っている人たちの存在をしっかりと

把握・認識し、互いに尊重し合いながら、支え、支えられる地域づくりを進め、誰もが住み慣れたまちで幸

せな生活を送ることができる「地域共生社会の実現」を目指していく必要があります。 

 

施策の方針 

地域において、人権が尊重され、互いに助け合う地域福祉活動を促進するとともに、「誰一人取り残さ

ない」支援体制を充実させることで、安心して暮らせる地域づくりを目指します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

地域福祉の担い手数 ※集計中 ⇒ ※集計中 

地域福祉関連事業参加者数 ※集計中 ⇒ ※集計中 
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施策を実現するための基本事業 

① 地域福祉の充実 

市民が様々な場面で協働できる事業展開、ボランティアによる福祉ネットワークの充実を図るため、活

動拠点の充実、人材の育成、市民が主体的に参加できる活動体制づくりに努めます。 

安心して暮らせる地域社会を共につくるため、より多くの市民が参加し、多様なボランティア活動が積

極的に展開できるよう、地域や団体活動の支援に努めます。 

 

② 包括的な支援体制の充実 

従来の分野別支援では対応が困難な複雑化・複合化した地域生活課題に対応するため、こども・高

齢・障がい・困窮などの各分野における支援機関との連携を強化しながら、地域全体で包括的な支援に

取り組みます。 

 

③ 安心できるセーフティーネットの強化 

生活保護世帯や生活困窮者の実情に応じた支援を行うため、生活困窮者自立相談支援事業の活用

や関係機関との連携を強化しながら、最後のセーフティーネットとしての生活保護の適正な実施と早期の

自立支援に取り組みます。 
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３－３．障がい者福祉の充実 

 

現状と課題 

国は、障害者総合支援法を改正し、障がい者の地域生活の支援体制の充実、障がい者の多様な就労

ニーズに対する支援等に取り組んでいます。また、障害者差別解消法が改正され、事業者による障がい

のある人への合理的配慮の提供が義務化されました。 

本市では、障がい者手帳所持者数は増加傾向にあり、特に精神障がいのある方の割合が高まってお

り、飯塚市、嘉麻市、桂川町の２市１町で設置運営している障がい者基幹相談支援センターにおける相

談件数も増加傾向にあります。 

そのほか、本市では、障がい福祉サービスの提供体制整備、相談支援事業、就労支援事業所との連携

強化を進めてきました。その結果、サービス利用の充実や相談体制の認知向上が見られます。 

今後は、地域生活支援の強化と、障がいの有無にかかわらず安心して暮らせる環境づくりが求められ

ます。 

 

施策の方針 

「障がいのある人もない人も ともにいきいきと暮らせる共生のまちづくり」を目指し、障がい者に関す

る正しい理解や社会参加を促進するとともに、障がい福祉サービスの充実及び自立支援を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

グループホーム居住の自立支援対象者数 ３４５人 ⇒ ４８５人 

手話奉仕者養成講座基礎課程修了者数（累

計） 
１８５人 ⇒ ３８５人 
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施策を実現するための基本事業 

① 障がい者に関する理解促進のための啓発 

市民一人一人が、共に地域で暮らす障がい者を正しく理解し、接することができるように様々な機会を

通じて障がい者に関する理解促進のための広報・啓発に取り組みます。 

 

② 障がい者の権利擁護の推進 

障がい者が自らの能力を最大限に発揮して自己実現を目指そうとする活動を制限したり、社会への参

加が制約されることがないように、障がいを理由とする差別の解消や命の尊厳、障がい者虐待の防止な

ど、障がい者の権利を守るための方策を推進します。 

 

③ 障がい者の自立と社会参加促進に係る支援の強化 

障がい者が自らの選択によって、就労や余暇活動など、あらゆる社会活動に積極的に参加できるよう

地域や企業、学校等の関係機関や団体と協働しながら、各種サービス提供体制の充実及び社会参加促

進への支援の強化に努めます。 

 

④ バリアフリーのまちづくりの推進 

障がい者を含む誰もが安心して生活できるよう、建築物・道路・公共交通機関等のバリアフリー化を進

めるとともに、ユニバーサルデザインに基づいて全ての人が利用しやすい環境整備に努めます。 
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３－４．高齢者が安心して暮らせるまちづくり 

 

現状と課題 

団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者となる２０２５（令和７）年を目途に、高齢者が住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構築を推進してきました。また、団

塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０（令和２２）年頃には、高齢者人口がピークを迎えるとともに、生

産年齢人口は急減していくことなどを見据え、引き続き、高齢者が住み慣れた地域や住まいで尊厳ある

自立した生活を送ることができるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るとともに、質の高い保健

医療・福祉サービスの確保、将来にわたって安定した介護保険制度の確立などに取り組む必要がありま

す。 

一方で、平均寿命の延伸や高齢者の体力・就業意欲の向上を踏まえると、６５歳以上を一律に扱う考

え方は現実的ではなく、若年世代から高齢世代までの全ての人が、それぞれの状況に応じて「支える側」

にも「支えられる側」にもなれる社会を目指していくことが求められています。 

本市においても、運動・栄養・社会参加を３つの柱とするフレイル予防の普及啓発を推進しており、元気

な高齢者が社会とつながりを持って活躍できる社会を目指しています。 

 

施策の方針 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう、医療、介護、介護予防、住まい、生活への支援の

充実を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

フレイル予防サポーター数 ９７人 ⇒ １５０人 

チームオレンジ団体数 － ⇒ ２４団体 

一般介護予防事業参加者数 １，２７３人 ⇒ １，６００人 
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施策を実現するための基本事業 

① 高齢者を支える体制づくり 

高齢者が人生の最終段階まで住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症施策

や生活支援体制の整備、医療と介護の連携などによる支援を一体的に提供する地域包括ケアシステム

の推進に加え、地域包括支援センターを中心とした地域の見守り体制等の充実に努めます。 

 

② 介護保険事業の充実 

高齢者が、介護や支援が必要な状態になっても、住み慣れた地域や家庭での生活を継続し、その能力

に応じて、自立した日常生活を営むことができるよう、居宅サービスや地域密着型サービスの充実に努め

るとともに、在宅での生活が困難な重度の要介護者に対応するため、必要な基盤整備を図ります。 

また、介護保険制度の安定的で持続的な運営を確保するため、公平・公正な要介護認定や保険財政

の健全経営などを推進し、介護保険制度への理解を高めるため、広報や相談窓口の充実、給付の適正

化等に取り組み、介護保険事業の円滑な運営に努めます。 

 

③ 生きがいをもって生活できる環境づくりの推進 

高齢者が生きがいをもって生活できるよう、フレイル予防を軸とした介護予防の普及啓発を推進します。

また、シニアクラブやシルバー人材センター、社会福祉協議会等の関係機関と連携して、高齢者が自らの

知識・経験等を生かして、地域共生社会づくりの担い手として活躍できる仕組みや環境をつくり、地域貢

献活動や就労支援など、高齢者の社会参画を促進します。 

 

④ 高齢者の人権擁護の推進 

近年の人口減少や高齢化、単身世帯の増加等を背景に、地域社会から孤立する人や身寄りがないこ

とで生活に困難を抱える人の問題が顕在化しています。このような状況の中、高齢者が地域において尊

厳のある生活を維持し、安心して生活を行うことができるよう、専門的かつ継続的な視点から支援を行う

ため、関係機関と連携を取りながら、権利擁護対策を進め、その問題解決に取り組みます。 
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第４章 こども・子育て 

４－１．子育て支援の推進 

 

現状と課題 

２０２３（令和５）年４月に「こども施策」を社会全体で総合的かつ強力に推進するための包括的な基

本法として「こども基本法」が施行され、「こどもまんなか社会」の実現を目指して、こども家庭庁が発足

し、社会全体でこども・若者の成長・自立を支援する機運が高まっています。具体的には、２０２３（令和５）

年１２月に決定された「こども未来戦略」及びそのアクションプランである「加速化プラン」により、子育て

支援の抜本的拡充に取り組んでいます。 

本市では出生数は減少傾向にありますが、近年、子育て世帯の転入が増加しており、多様なニーズに

対応するため、子育て支援センターを設置し、相談機能の強化を図るとともに、経済的支援策を実施し、

子育て環境の充実を図ってきました。あわせて、こども家庭センターを設置し、妊娠期から子育て期まで

の切れ目のない子育て支援体制を構築したところです。また、子育てに役立つ情報などを掲載した子育

てガイドブックを毎年度発行し、ホームページやＳＮＳを活用した情報発信にも取り組んでいます。 

今後も、多様なニーズに対応するため、子育て支援体制の充実に努める必要があります。 

 

施策の方針 

地域とのつながりの中で男女が共にこどもの成長や子育てに伴う喜びを実感できるよう、全てのこど

も・子育て家庭への子育て支援や経済的支援を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

出生数 ８２６人 ⇒ ９１２人 

年少人口 １５，６１６人 ⇒ １３，９８３人 

子育てしやすいまちと評価する人の割合 ３４．０％ ⇒ ４１．０％ 

乳幼児健診受診率 ９７．１％ ⇒ ９９．１％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 経済的な支援の充実 

子育てに伴う経済的負担を軽減し、安心してこどもを産み育てられる環境を整えるために、各種給付

や助成制度の充実に取り組みます。保育料や医療費等の負担軽減、ひとり親家庭への支援、子育て世帯

への情報提供を通じて、家庭の状況に応じた切れ目のない経済的支援を推進します。 

 

② 精神的・身体的な支援の充実 

保護者が孤立せず、心身共に健やかに子育てができるようにするために、相談支援体制の充実と切れ

目のない支援に取り組みます。妊娠期から子育て期までの相談窓口の連携強化や、保健・福祉・教育分

野が連動した支援を推進し、安心して相談できる環境を整えます。 

 

③ こども施策の推進 

こどもと子育て家庭を社会全体で支えるために、こども審議会を設置し、関係機関と連携してこども施

策の総合的な推進を図ります。 
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４－２．安心して産み育てやすい環境づくり 

 

現状と課題 

女性の就業率の上昇や共働きを希望する世帯の増加に伴い、国は、幼児期までのこどもの健やかな

成長のための環境を確保するため、保育所、認定こども園等の整備とともに、教育・保育の質の向上のた

めの取組や、保育士等の人材育成・確保を通じて、幼児期までの全てのこどもの育ちの保障に取り組ん

でいます。 

本市では、保育施設の整備を促進するとともに、保育士確保に向け、各種貸付金の実施、負担軽減に

向けた保育施設へのＩＣＴ活用などに取り組んでいます。 

しかしながら、保育士の不足は解消されておらず、保育士のスキルアップ及び離職防止などの対応が

求められています。 

 

施策の方針 

こども一人一人の発達段階に応じた教育・保育や子育てサービスの充実に向け、保育士の確保を図

るとともに質の向上を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

待機児童数 ０人 ⇒ ０人 
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施策を実現するための基本事業 

① 就学前の教育・保育施設の整備 

供給不足が解消できるように幼稚園の認定こども園への移行や保育施設の整備などを進めます。ま

た、障がい児など特別な配慮が必要なこどもへの教育・保育環境の確保に努めます。 

 

② 保育環境の充実 

こども一人一人が健やかに成長し、保護者が安心して子育てと仕事を両立できる環境を整えるために、

保育環境の充実に取り組みます。発達段階や家庭状況に応じたきめ細かな保育の提供や、延長保育・

一時預かり等の柔軟な保育サービスの充実を図り、利用者のニーズに応じた保育の推進を行います。 

 

③ 保育士の確保 

待機児童数ゼロを維持するため、保育士の確保を図り、処遇の改善や働きやすい環境の整備に努め

ます。 
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４－３．こども・若者が健やかに成長する環境づくり 

 

現状と課題 

社会環境の変化により、こども・若者を取り巻く課題は多様化し、不登校やひきこもりが社会的課題と

なっています。国は、全てのこども・若者が自らの居場所を得て、成長・活躍できる社会の実現に向け、こ

ども・若者の意見表明や社会参画を促進しつつ、分野を超えて社会総掛かりで、こども・若者の育成・支

援の取組を推進しています。また、「子ども・若者育成支援推進法」が２０２４（令和６）年に改正され、「家

族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者」として、国・地方公

共団体等が各種支援に努めるべき対象にヤングケアラーを明記しています。 

本市でも、支援を必要とするこども・若者が一定数存在しています。市は、学校・関係機関と連携した相

談支援、居場所づくり事業などを進めてきました。 

しかし、早期支援体制や若者の社会参加の機会創出が十分とは言えません。 

今後は、切れ目のない支援と地域全体での育成環境づくりが求められます。 

 

施策の方針 

こども・若者の健やかな成長と自立を実現するために、学校・家庭・地域が連携したこども・若者の健

全育成を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

「こども・若者プラザいいづか」の利用者数 － ⇒ ３，３２４人 

放課後児童クラブの活動内容に満足している利

用保護者の割合 
７２．０％ ⇒ ９０．０％ 

放課後児童クラブを楽しいと思う利用児童の割

合 
６３．０％ ⇒ ９０．０％ 

保幼小連携のためのアプローチカリキュラム作

成施設数（累計） 
－ ⇒ ３９園 
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施策を実現するための基本事業 

① こども・若者を地域で支える環境づくりの推進 

こども・若者が心身共に健やかに成長し、豊かな人間性を育むことができる環境を整えるために、地域

でこども・若者を支える活動の推進に取り組みます。地域や関係団体と連携し、体験活動や学びの機会

を充実させることで、規範意識や社会性を育む取組を推進します。 

 

② こども・若者の社会参加の推進 

こども・若者が地域社会の一員として主体的に関わる意識を育てるために、社会参加の機会づくりに

取り組みます。意見表明や参画の場を確保するとともに、地域活動やボランティアへの参加を促進し、自

ら考え行動する力を育む取組を推進します。 

 

③ 放課後児童クラブの充実 

利用児童数増に対応するため、学校の余裕教室の活用を含めた施設整備に努めるとともに、特別な

配慮が必要な児童の受入れ態勢の充実を図ります。また、児童を見守り育てるため学校や地域と連携し、

こどもの意見を尊重した遊びや生活のプログラムにより児童の健やかな成長、発達を支援する取組を全

児童クラブで展開します。 

 

④ 困難を有するこども・若者への支援の充実 

貧困や不登校、孤立など、様々な困難を抱えるこども・若者が将来に希望を持って生活できるようにす

るために、支援の充実に取り組みます。関係機関との連携を強化し、早期把握と切れ目のない支援体制

を構築することで、一人一人に寄り添った支援を推進します。 

２０２６（令和８）年に「こども・若者プラザいいづか」を設置し、相談の一元化、居場所づくり、就労支援

などに取り組みます。 
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第５章 地域経済 

５－１．農林業の振興 

 

現状と課題 

農業従事者の高齢化と担い手不足が全国的な課題となっており、国では、農業政策の基幹となる「食

料・農業・農村基本法改正法」が２０２４（令和６）年に施行され、２０２５（令和７）年４月、今後５年間の農

業政策の方向性を定める「食料・農業・農村基本計画」を策定し、食料安全保障強化や中山間地域対

策、環境配慮型農業などが推進されています。 

本市の現状として、国勢調査等によると、市内就業者に占める第一次産業の割合は約２％と低く、農業

従事者の平均年齢は６０歳代後半と高齢化が進んでいます。また、市域には平野部と中山間部が広がり、

水稲や野菜を中心とした農業生産が行われており、森林面積も市域の一定割合を占め、森林資源の保

全と活用が重要となっています。 

本市では、担い手育成や農地集積、鳥獣被害対策、地産地消の推進などに取り組んできました。新規

就農者支援制度の活用や、多様な販路確保により、一定の成果が見られています。 

一方、今後は担い手の更なる減少や耕作放棄地の増加が見込まれます。また、気候変動による生産リ

スクの高まりや、森林の荒廃化も課題です。 

今後は担い手の確保や所得の向上に加え、スマート農業の導入促進、森林の適切な整備、農地や森

林の多面的機能の維持を通じ、持続可能な農林業の確立が求められます。 

 

施策の方針 

農林業の活性化を図るため、多様な担い手の育成・確保、農地集積の推進、農地や森林の多面的機

能維持と活用への支援を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

担い手農家への農地集積率 ３５．３％ ⇒ ４５．０％ 

集落営農組織及び農事組合法人数 ２８組織 ⇒ ３１組織 

森林経営計画作成件数 １６件 ⇒ ２７件 

日本型直接支払制度取組組織数 ４６組織 ⇒ ５０組織 

遊休農地率 ２．４１％ ⇒ ２．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 多様な担い手の育成・支援 

持続可能な経営安定体制の確立を図るため、関係機関等と連携し、営農相談や指導活動、新規就農

支援を行うとともに、地域での集落営農組織や農事組合法人の設立や運営を支援します。 

 

② 担い手農家への農地集積 

農地情報のデジタル化を推進するとともに、農業の生産性を高め競争力を強化するために、農地中間

管理事業などの制度を活用しながら、担い手への農地集積と集約化を推進します。 

 

③ 農業者の所得向上とＩＣＴ農業の推進 

農業者の所得向上を図るため、戦略作物の生産振興、６次産業化の推進などをＪＡ等の関係団体と連

携して取り組みます。また、生産性の向上・効率化や生産力の向上を目指して、ＩＣＴ技術を活用する農業

機械自動化や生産管理等による営農活動を推進します。 

 

④ ブランド化による農産品消費の拡大 

農業経営の安定を図るため、農産品のブランド化や６次産業化を推進し、一層の付加価値を高めるこ

とにより地産地消及び消費拡大を促進します。 

 

⑤ 農地や森林の多面的機能の維持 

農地や森林の多面的機能の維持を図るため、それを担う地域活動を支援する制度の活用と農業生産

活動の持続、環境保全に効果の高い営農への支援を推進します。 

 

⑥ 有害鳥獣駆除対策 

持続可能な安定した農業経営を図るため、ＩＣＴを活用した捕獲による有害鳥獣の駆除や侵入防止等

の対策を講じます。 

 

⑦ 耕作放棄地対策 

農地の荒廃を防ぎ、地域農業の持続的な発展と良好な農地環境を維持するため、農地法に基づく農

地等の利用の最適化を踏まえ、遊休農地の実態把握に努め、耕作放棄地の発生及び解消に向けた取

組を推進します。 
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５－２．雇用促進と人材の育成 

 

現状と課題 

少子高齢化により労働力人口が減少し、人手不足が深刻化する中、国は、「人への投資」を促進させ

るため、多様な就業形態による働き方改革やリスキリング（学び直し）の支援に取り組んでいます。 

本市の現状として、生産年齢人口は減少傾向にあるとともに、総人口に占める６５歳以上人口の割合

は約３割を超えており、人材不足が顕在化しています。 

本市では、ハローワークや教育機関、ポリテクセンター飯塚をはじめとした就労支援機関と連携した就

職支援や、デジタル分野を含む人材育成に取り組んできました。これにより、市内就職者の一定数確保

や、地元企業の認知向上につながっています。 

今後は、若年層の定着率向上や、成長分野に対応した人材育成が一層求められます。また、企業ニー

ズと教育内容のミスマッチ解消や、多様な人材を活用できる就業環境の整備も重要な課題であり、産学

官連携による継続的な人材育成施策が必要です。 

 

施策の方針 

地域経済の活性化に加え、若者の定着や外国人材の雇用に向け、市内企業への就職を促進するとと

もに、産学官連携による人材の確保、育成を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

市内新規雇用創出人数（累計） ７０１人 ⇒ １，３７９人 

外国人材雇用等支援数（累計） ７７社 ⇒ ２９７社 
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施策を実現するための基本事業 

① 市内企業の雇用促進 

地域経済を支える市内企業の成長と人材の定着を図るために、市内企業の雇用促進に取り組みます。

企業情報の発信強化や就職イベント等を通じたマッチング機会の創出により、市内就業の魅力を高める

とともに、若者や多様な人材が市内企業で活躍できる環境づくりを推進します。 

 

② 就職機会の創出と就労支援の充実 

多様な人材が地域で活躍し続けられる社会を実現するために、就職機会の創出と就労支援の充実に

取り組みます。関係機関や企業と連携した合同会社説明会等のマッチングイベントや学び直しの機会を

通じて、個々の状況に応じた就労を支援し、円滑な就業と定着を推進します。 

 

③ 地場産業を支える人材の育成と労働環境の整備 

地場産業の持続的な発展と競争力の強化を図るために、それを支える人材の育成と労働環境の整備

に取り組みます。産学官連携による人材育成やデジタル技術の活用促進、働き方改革の推進を通じて、

誰もが働きやすく、選ばれる産業基盤の構築を推進します。 
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５－３．地場産業の振興 

 

現状と課題 

グローバル化に伴う急激な経営環境の変化や少子高齢化に伴い、中小企業を取り巻く環境は変化し

ており、国は、中小企業支援策や事業承継対策を進めています。また、原材料価格の上昇や市場競争の

激化が続いており、経営者の後継者不足も課題となっています。 

本市では、製造業や建設業、生活関連サービス業などが地域経済を支えています。経済センサスによ

ると、市内事業所の大半は従業者２０人未満の中小企業であり、地域雇用の受け皿となっています。 

このような中、本市では、販路開拓支援や展示会出展支援、経営相談体制の整備などを通じて地場

産業の支援を行ってきました。その結果、特産品のブランド化や新商品の開発など、一定の成果が見られ

ます。 

一方で、経営者の高齢化や事業承継の遅れ、生産性向上への対応不足が課題として残されています。 

今後は、デジタル技術の導入支援や若手経営者の育成を進め、地場産業の持続的発展を図る必要

があります。 

 

施策の方針 

経営環境等の変化に対応できるよう、地域経済全体の活性化に向け、地場産業の振興を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

各種産業支援策によるプロジェクト創出件数

（累計） 
１２件 ⇒ １２０件 
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施策を実現するための基本事業 

① 新規事業の創出と事業の維持・拡大 

地域経済の持続的な成長と付加価値の創出を図るために、新規事業の創出と既存事業の維持・拡大

に取り組みます。企業の挑戦を後押しする支援体制を整えるとともに、関係機関との連携による事業展開

支援を通じて、地域産業の活性化を推進します。 

 

② 生産性向上支援の充実 

市内企業の競争力強化と持続的な経営を支えるために、生産性向上支援の充実に取り組みます。デ

ジタル技術の活用や業務改善に向けた支援、専門的な助言体制の強化を通じて、企業の付加価値向上

と経営基盤の強化を推進します。 

 

③ 産学官連携の促進 

新たな技術や価値の創出を通じて地域産業の高度化を図るために、産学官連携の促進に取り組みま

す。大学や研究機関、企業、行政が連携した取組を支援し、研究成果や知見の活用を通じて、イノベーシ

ョン創出と産業振興を推進します。 
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５－４．創業・起業の促進と企業誘致 

 

現状と課題 

国は、２０２２（令和４）年に「スタートアップ育成５か年計画」を決定し、人材・ネットワークの構築、資金

供給の強化と出口戦略の多様化、オープンイノベーションの推進の３本柱を一体として強力に推進してい

ます。 

本市では、創業支援等事業計画に基づき、相談窓口の設置や創業支援機関との連携により創業セミ

ナーの開催等を行っています。また、交通利便性や周辺大学の立地を生かした企業誘致も進められてい

ます。さらには、これまでの取組により、市内での起業意識の醸成や学生による創業といった成果が見ら

れるとともに、複数の大型商業施設が開設されることで、雇用の増加や生活環境の充実による転入者の

増加につながっています。 

一方、創業後の事業継続率向上や、成長企業の定着が課題です。 

今後は、資金調達支援や専門人材のマッチングを強化し、持続的な地域経済の活性化につなげる必

要があります。 

 

施策の方針 

地域の起業力・企業力の向上を図るため、創業支援、地域企業のイノベーション促進のためニーズに

応じた支援を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

インキュベーション施設入居件数（累計） ３件 ⇒ ３０件 

企業誘致等支援数（新設・移設・増設）（累計） ８８社 ⇒ １４３社 
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施策を実現するための基本事業 

① 創業・起業の促進 

地域に新たな活力と雇用を生み出すために、創業・起業の促進に取り組みます。創業に関する相談支

援や学びの機会の充実、関係機関との連携による伴走支援を行うことで、挑戦しやすい環境づくりと創

業の定着を推進します。 

 

② 企業誘致の推進 

産業基盤の強化と雇用の創出を図るために、企業誘致の推進に取り組みます。本市の立地環境や産

業集積の強みを効果的に発信するとともに、関係機関と連携した受入体制の充実により、地域経済の活

性化を推進します。 

 

 

  



37 

 

５－５．商業の振興 

 

現状と課題 

本市の中小事業者は、消費行動のオンライン化や大型商業施設との競争、さらには近年の物価上昇

などにより、厳しい経営環境に直面しています。 

さらに、事業主の高齢化や後継者不足により事業所数が減少し、空き店舗が増加しており、現状として

地域住民にとって非常に重要な生活に密着した商業機能の低下が課題となっています。 

このような中、空き店舗対策や集客に対する支援により、来街者の増加や新規出店の事例も見られま

す。 

今後は、多種多様な事業が連携した持続可能な商業振興を図り地域商業の魅力を高めることが求め

られます。 

 

施策の方針 

地域商業の魅力を高めるため、商工団体と連携し持続可能な商業環境づくり等の取組を支援するこ

とにより、地域経済の活性化を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

中心商店街の営業店舗率 ７５．１％ ⇒ ８１．１％ 

中心商店街の新規出店数 １０店舗 ⇒ １０店舗 

中心商店街の１日平均来街者数 ２，３２９人 ⇒ ２，６００人 
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施策を実現するための基本事業 

① 魅力ある商店街づくりの推進 

商店街が地域の交流拠点としてにぎわいを創出し、持続的に発展していくことを目的に、魅力ある商

店街づくりを推進します。商店街の特色を生かした取組や来街促進につながる事業を支援するとともに、

関係団体と連携し、訪れたくなる商業空間の形成を図ります。 

 

② 個店の経営力強化 

商業の持続的な発展と競争力の向上を図るために、個店の経営力強化に取り組みます。経営改善や

販路拡大に向けた支援、デジタル技術の活用促進等を通じて、各店舗の魅力と収益力の向上を支援し、

地域商業の基盤強化を推進します。 

 

③ 商業活性化の一体的推進 

商業全体の活性化と相乗効果の創出を図るために、商業活性化の一体的な推進に取り組みます。商

店街、個店、関係団体、行政が連携した面的な取組を進めることで、地域特性を生かした商業振興を推

進し、まちのにぎわい創出につなげます。 
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５－６．観光の振興 

 

現状と課題 

２０２０（令和２）年以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内外の観光需要は大きく落ち込

み、全国の観光地や観光産業は厳しい状況におかれましたが、２０２３（令和５）年以降は、全国各地の多

くの観光地が賑わいを取り戻し、近年、特に訪日旅行需要が好調で多くの外国人観光客（インバウンド）

が日本を訪れています。一方、観光地や観光産業における人材不足や生産性の低さなどが課題となって

います。 

本市には、歴史資源や自然、文化施設など多様な観光資源がありますが、これらが点在しているため、

目的地以外への周遊にまでつながっておらず、滞在時間も短い状況があります。 

本市ではこれまで、広域観光連携や資源の磨き上げ、情報発信の強化に取り組み、来訪者数は一定

の増加を見せてきました。しかしながら、更なる誘客の増加を図っていくためには、客観的なデータに基づ

く戦略立案や効果検証を十分に行っていく必要があり、そのためには観光地経営の中心的な役割を担う

観光地域づくり法人の存在が重要となってきます。 

また、観光消費額の拡大やリピーター獲得に向け、本市ならではの商品・サービスを確立し、「選ばれ

る観光地」になることも今後の大きな課題です。 

今後は、市民や事業者、他産業と連携しながら、戦略に基づいた効果的な事業を展開することで、本

市の観光ブランド力を向上させていく必要があります。 

飯塚オートレース場につきましては、コロナ禍以降、インターネットによる車券購入が普及し、また、従前

からのお客様の高齢化等で入場者が減少している状況です。２０２５（令和７）年にメインスタンドが完成

したことで、様々な施策を行い、入場者を向上させていく必要があります。 

 

施策の方針 

観光地経営の視点に立って観光地域づくりを進め、広域連携や他産業との連携を行い、地域資源を

本市ならではの商品に磨き上げることで、滞在時間や消費額を増加させ、また、オートレースの魅力を発

信し、市内に誘客することで、地域経済の活性化を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

観光来訪者数（デジタル観光統計オープンデー

タ） 
１２２．９万人 ⇒ １６５．５万人 

観光消費額が５千円以上の割合 ２７．４％ ⇒ ３５％ 

飯塚市の認知度 関東 １２．５％ 

関西 １３．６％ 
⇒ ２０％ 

オートレース場入場者数 ８１，３３６人 ⇒ １１２，５９５人 
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施策を実現するための基本事業 

① 広域連携による観光の推進 

広域的な周遊性を高め、交流人口の拡大につなげるために、広域連携による観光の推進に取り組み

ます。近隣自治体や関係団体と連携し、地域資源をテーマごとに組み合わせるなどして、観光ルートの形

成や共同プロモーションを行うことで、本市の魅力を効果的に発信し、滞在型観光を促進します。 

 

② 観光地域づくりの実践 

観光を通じて地域の活力向上と持続的な発展を図るために、データや戦略に基づいた観光地経営に

取り組みます。観光地経営戦略を策定するとともに、地域住民や事業者が主体となった取組を支援し、日

常の暮らしや文化と観光が調和したまちづくりを進めることで、住んでよし、訪れてよし、働いてよしの観

光地域づくりに取り組みます。 

 

③ 特産品を生かした観光資源の開拓 

本市ならではの魅力を高め、観光消費額の拡大につなげるために、特産品を生かした観光資源の開

拓に取り組みます。農産物や加工品、食文化等の地域資源を観光と結び付けた取組を進めることで、体

験型・滞在型観光の充実を図り、地域の付加価値向上を図ります。 

 

④ 情報発信の強化 

本市の観光の魅力を効果的に伝え、来訪意欲の向上を図るために、情報発信の強化に取り組みます。

デジタル媒体や多様な情報ツールを活用し、ターゲットに応じた戦略的な発信を行うことで、観光ブランド

力の向上と誘客促進に努めます。 

 

⑤ 公営競技事業(オートレース)の魅力強化 

２０２５（令和７）年に完成したメインスタンドの機能を最大限に活用するとともに、更なる利用者の利便

性や滞在環境の向上を図ります。あわせて、新規顧客の獲得に向けた取組を推進するとともに、多言語

対応の充実や情報発信の強化など、訪日外国人旅行者を含めた受入環境の整備に取り組み、入場者

の拡大を図ります。 
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第６章 教育・文化 

６－１．人権を尊重する豊かな心・健やかな体を育む教育の推進 

 

現状と課題 

国においては２０２３（令和５）年に「こども基本法」が施行され、学校教育においては、人権教育や障

がいの有無、国籍、個性にかかわらず全てのこどもが共に学ぶインクルーシブ教育が推進されており、社

会全体として多様性の尊重や心身の健康を重視する動きが強まっています。一方で、経済的格差の拡大

や家庭環境の多様化により、こどもの心身の不調や自己肯定感の低下が全国的な課題となっています。 

本市では、学校における体系的な人権教育を実施し、お互いの個性を認め合う豊かな心の育成に取

り組んできました。一方で、市内小中学校では、不登校児童生徒数が全国平均と同様に推移しています。 

これに対し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置するなど相談体制の充実に取

り組んできました。また、健やかな体を育むため、基本的な生活習慣の確立や体力向上を目的とした運

動習慣づくりに取り組んだ結果、体力テストの平均値は、県平均との差が着実に縮まりつつあります。 

しかし、依然として家庭環境や経済状況による教育機会や体験機会の格差、生活習慣の乱れや心の

不調を抱える児童生徒への継続的支援が課題として残っています。 

今後は、学校・家庭・地域・関係機関が連携し、こども一人一人の人権が尊重され、学びの機会の確保

と、心身共に健やかに成長できる教育環境の更なる充実が求められます。 

 

施策の方針 

豊かな心と生きる力を育み、健やかなこどもたちの育成を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

新体力テスト全国平均値突破項目の割合 ２５．７％ ⇒ ５０．０％ 

（小）全国学力・学習状況調査における「自分に

はよいところがあると思う」児童の割合 
８４．０％ ⇒ １００．０％ 

（中）全国学力・学習状況調査における「自分に

はよいところがあると思う」生徒の割合 
８５．０％ ⇒ １００．０％ 

不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で

専門的な相談・指導等を受けた児童生徒の割

合 

５６．９％ ⇒ １００．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 生きる力を育む教育の推進 

変化の激しい社会を主体的に生き抜く力を育成するために、教育活動全体を通して、道徳性を養う心

の充実を図るとともに、児童生徒の発達段階に即し、同和問題をはじめとする様々な人権教育を推進す

ることで、豊かな心の育成を図ります。 

 

② 多様な背景を持つ児童生徒に対する支援の推進 

こどもたちの能力や特性、障がいの状況、多様な背景に応じて、一人一人の可能性を伸ばし健やかな

成長を図るため、個に応じた支援を必要とする児童生徒に対して、関係機関と連携を図り、障がいの状

態、発達段階等に応じたきめ細やかな支援を行います。 

また、特別支援教育や発達障がい等に関する理解を深め、誰もが人権と個性を尊重し、こどもの育ち

を支え合う学校・家庭・地域づくりを推進します。 

 

③ 体力向上と健康増進の推進 

児童生徒が生涯にわたって健康・安全で活力ある生活を送るため、体育学習やスポーツ活動等を通

して、児童生徒が自ら進んで運動に親しむ習慣を身に付けるとともに、その基礎を培う体育・健康教育の

充実を図ります。 

 

④ 安全な給食の提供と食育の推進 

児童生徒の健全な成長を支えるために、安全な給食の提供と食育の推進に取り組みます。衛生管理

を徹底した給食の提供に加え、食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付ける取組を通じて、心

身の健康と豊かな人間性の育成を図ります。 

 

⑤ 地域に開かれた特色ある学校づくりの推進 

学校が地域と共に歩む学びの拠点となることを目指し、地域に開かれた特色ある学校づくりを推進し

ます。地域人材や資源を活用した教育活動を充実させるとともに、家庭・地域との連携を深め、学校の特

色を生かした教育の充実を図ります。 

 

⑥ 不登校児童生徒支援の推進 

全ての児童生徒への支援を充実させるため、学校内での対応に加え、家庭、学校以外の第三の居場

所の環境整備を図ります。また、児童生徒とその保護者へ早期に適切な支援が行えるように、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用した相談体制の強化を図ります。 
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６－２．確かな学力を育む教育の推進 

 

現状と課題 

近年では、グローバル化やＩＣＴ、ＡＩ技術の急速な進展、少子高齢化の進行など、社会が急速な変化を

遂げており、教育の重要性はますます高まっています。このような時代の中でこどもたちへの教育を一層

充実していくよう、国では、教育機会の確保や教育水準の維持向上のため、学習指導要領が目指す教育

の実現、きめ細かで質の高い教育に対応するための教職員の資質・能力向上や指導体制の整備など、

様々な施策を実施しています。 

本市の全国学力・学習状況調査の結果は、小学校では全国平均を上回っていますが、中学校では思

考力・判断力・表現力に課題が見られ、全国平均に至っていない状況です。このため、本市では、学力の

安定と向上のため少人数指導や学力向上推進事業、ＩＣＴを活用した授業改善、教職員研修の充実に取

り組んできました。 

しかし、家庭学習習慣の定着や学習意欲に個人差が見られることから、今後は、学校内外の学習支援

体制の強化や、ＩＣＴを活用した個別指導の深化により、全てのこどもが確かな学力を身に付けられる教

育環境の整備と充実が課題となります。 

 

施策の方針 

「かしこく」「やさしく」「たくましい」こどもたちの育成に向け、教育環境の整備・充実などを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

（小）全国標準学力検査ＮＲＴ（国語、算数）の

正答率（全国平均を１００とした比率） 
１０３．０ ⇒ １１０．０ 

（中）標準学力分析検査（国語、数学）の正答

率 

（全国平均を１００とした比率） 

９３．０ ⇒ １００．０ 

（小）全国学力・学習状況調査の正答率 

（全国平均を１００とした比率） 
１０１．０ ⇒ 毎年全国平均以上 

（中）全国学力・学習状況調査の正答率 

（全国平均を１００とした比率） 
９１．０ ⇒ 毎年全国平均以上 
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施策を実現するための基本事業 

① 学力向上の推進 

基礎学力の定着と思考力・判断力・表現力を育成する教育を推進するため、徹底反復学習や協調学

習などの学習理論を取り入れた指導方法の工夫・改善や指導体制を強化します。 

また、英語によるコミュニケーション能力の向上を図るため、小中学校でのオンラインツールの活用やＡ

ＬＴによる英語教育を推進します。 

 

② 小中一貫教育の推進 

こどもたちの未来社会を切り拓く資質・能力を育成するため、中学校区を単位とした小学１年生から中

学３年生までの９年間を見通した一貫性と連続性のある学習指導や生徒指導などが可能となる小中一

貫教育の充実を図ります。 

 

③ 均等な教育機会の推進 

全てのこどもの学びを保障するため、経済的な理由により就学が困難な児童生徒に対する就学援助

制度や高等教育の機会を保障する奨学金制度等の充実に努め、教育支援を図ります。 

 

④ 学校施設の環境整備の推進 

老朽化が進む学校施設については、建物の安全性や耐久性を確保し、安全で安心して学べる環境を

整備するため、施設の改修を計画的に推進します。また、地域住民にも利用しやすいユニバーサルデザイ

ン等、誰もが利用しやすい施設整備を進めます。 

 

⑤ 教員の資質向上 

新しい時代を担うこどもたちを育むため、「学校へ行きたい」「学びたい」とこどもたちが感じることが

できる魅力的な学校や、学習意欲や知的好奇心を十分に引き出せる授業づくりができるように、教員の

授業力の向上に取り組み、更なる資質向上に向けた計画的・体系的な研修の充実に努めます。 
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６－３．生涯学習の振興 

 

現状と課題 

「人生１００年時代」、「超スマート社会（Ｓｏｃｉｅｙ５．０）」に向けて社会が大きな転換点を迎える中にあ

って、精神的な豊かさから幸福や生きがいを捉えるウェルビーイングを目指すために、生涯学習の重要性

は一層高まっています。国では、国民一人一人が生涯を通して学ぶことのできる環境の整備、多様な学

習機会の提供、学習した成果が適切に評価され、それを生かして様々な分野で活動できるようにするた

めの仕組みづくりなど、生涯学習社会の実現のための取組を進めています。 

本市では、多様な学習機会の提供に向け、公民館や交流センター、図書館などの拠点が整備されてお

り、講座やサークル活動が実施されています。市の取組として、市民講座や高齢者向け学習プログラム、

図書館事業の充実を進めてきました。その結果、講座等参加者数は一定数を維持しており、学習成果を

地域活動に生かす事例も見られます。 

一方で、利用者の年齢層に偏りがあり、若年層や子育て世代の参加が限定的であることや、デジタル

分野の学習機会が十分でないことが課題です。 

今後は、世代を超えた学びの場の創出や、オンライン学習の活用を進め、生涯を通じて学び続けられる

環境整備が求められます。また、生涯学習指導者やボランティアの育成と活用を図るなど、学習を通して

得た知識や経験を地域課題の解決や、まちづくりに生かせる環境づくりを進めることが重要です。 

 

施策の方針 

「いつでも どこでも だれでも」が学び、学習の成果を地域で生かせる生涯学習社会づくりを推進し

ます。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

サークル・講座等への参加者数 １２，０７９人 ⇒ １４，０００人 

市立図書館来館者数 ２７１，７２３人※ 

（Ｒ６） 
⇒ ３１５，０００人 

学習ボランティア講師派遣人数 ２，１８６人 ⇒ ２，６００人 

※市立図書館について、２０２５（令和７）年度は改修による休館のため２０２４（令和６）年度数値を基準値

としている 
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施策を実現するための基本事業 

① 多様な学習機会の提供 

行政、関係団体との連携を図った上で、年齢を問わず生涯にわたって学び続けることができるよう、市

民の学習ニーズに応えるべく、アンケート調査等の分析により、様々なジャンルで講座等を展開することで

学習機会の充実を図ります。また、図書館においては、機能の充実と利便性の向上に努めます。 

中央公民館や交流センターなどにおいては様々な地域資源の発掘・活用などに努め、活動や学び合

いを通じて得た成果がまちづくり活動などにつながるような生涯学習を推進します。 

 

② 地域社会に学習成果を還元できる人材の育成 

学習で得た成果を地域社会で生かすことができるよう、生涯学習指導者の育成と人材ネットワークの

拡充に取り組みます。 

 

③ 社会教育施設の整備・運営 

生涯学習の拠点、交流の場、地域活動の拠点として社会教育施設の円滑な利用のため、地域の実情

に応じた施設整備や適正な維持管理に努めます。 

さらに、乳幼児から高齢者まで自由に、気軽に、楽しく利用でき、市民から愛され親しまれる施設づくり

に努めます。 
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６－４．スポーツの振興 

 

現状と課題 

国は、２０２２（令和４）年３月に策定した「第３期スポーツ基本計画」に基づき、①スポーツを「つくる／

はぐくむ」、②「あつまり」、スポーツを「ともに」行い、「つながり」を感じる、③スポーツに「誰もがアクセス」

できるという３つの視点に基づき、「楽しさ」「喜び」「自発性」に基づき行われる本質的な「スポーツその

ものが有する価値」とスポーツを通じた地域活性化､健康増進による健康長寿社会の実現､経済発展､

国際理解の促進など「スポーツが社会活性化等に寄与する価値」を更に高める取組が進められていま

す。 

本市の体育施設利用者数は年間数十万人規模で推移しており、毎年増加傾向にあります。本市では、

２０２２（令和４）年度に筑豊地区最大規模の飯塚市総合体育館を整備したほか、施設の改修や整備を

行っています。また、スポーツ教室の開催や学校体育施設の開放、障がい者スポーツの推進に取り組ん

でいます。 

これらの取組により、こどもから高齢者まで幅広い世代がスポーツに親しむ機会が確保されています

が、施設の老朽化や指導者不足が課題として残っています。 

今後は、施設の計画的改修と人材育成を進め、誰もが生涯にわたりスポーツに親しめる環境づくりが

求められています。 

 

施策の方針 

市民の健康増進と生きがいづくりのため、誰もが生涯を通じてスポーツに親しめるような環境づくりを

推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

市営スポーツ施設利用者数 ６４１，２４３人 ⇒ ６４２，０００人 

スポーツ推進委員によるスポーツ普及事業参加

者数 
２，３３０人 ⇒ ２，６００人 

国際大会等、大規模集客イベント来場者数 ２３，８２５人 ⇒ ２６，０００人 
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施策を実現するための基本事業 

① 生涯スポーツ活動の推進 

スポーツ協会やスポーツ推進委員協議会、まちづくり協議会との連携により、気軽にスポーツに参加す

る機会を拡充するため、市民総合体育大会をはじめとしたイベントやスポーツ教室の開催など、生涯スポ

ーツの振興を推進します。 

 

② スポーツ推進委員によるスポーツの普及 

飯塚市スポーツ推進委員が定期的に開催しているニュースポーツ教室等を通して、スポーツの普及、

運動習慣の恒常化及び健幸寿命の延伸、コミュニティの形成促進に努めます。 

 

③ スポーツ施設の整備と活用 

誰もが快適にスポーツを楽しむことができるよう、スポーツ施設の有効活用を進めるとともに、老朽化

した施設については、統廃合等も視野に入れて改修等を図るなど環境整備に努めます。 

 

④ 競技スポーツ活動の支援 

競技スポーツ活動を実践している競技者、競技団体に対する支援を図るとともに、飯塚国際車いすテ

ニス大会等の開催支援に努めます。 

 

⑤ 大規模スポーツ大会等の誘致 

スポーツ振興はもとより、スポーツによる交流人口の増加を図るため、大規模なスポーツ大会等・イベ

ントを誘致するなど、市民がレベルの高い競技に触れる機会を創出します。 
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６－５．文化芸術の創造 

 

現状と課題 

国は、文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実を進めるとともに、地域文化の振興等、様々な取組を

行っています。 

本市では、文化芸術の中核施設である飯塚市文化会館（飯塚コスモスコモン）において、幅広い文化

事業を展開するなど、独自の企画事業等を通して市民に質の高い文化芸術に触れる機会を提供してい

るほか、地域文化の担い手の育成にも取り組んでいます。また、飯塚文化連盟等を中心に市民の主体的

な活動や既存の団体・サークル活動も活発に行われています。これまでの取組により、文化活動団体の

継続的な活動が支えられてきました。 

一方で、若年層の参加減少や参加者の高齢化が進んでいます。 

今後は、文化の薫り高いまちづくりに向け、文化芸術鑑賞機会の充実を図るとともに、市民の主体的な

文化芸術活動の支援が求められています。 

 

施策の方針 

地域文化を大切にする心を育み、文化意識を高揚させるため、文化芸術の継承と活動の支援を推進

します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

飯塚市文化会館入場者数 １８０，３７９人 ⇒ ２５０，０００人 

飯塚文化連盟加盟団体数 ９９団体 ⇒ １１０団体 

 

  

50 

施策を実現するための基本事業 

① 市民による文化芸術活動の推進 

こどもから高齢者まで全ての市民が多様な文化芸術に触れられる機会の充実を図るため、市民参加

による文化芸術活動を推進します。また、文化芸術活動の推進のため、文化芸術活動に取り組む団体を

支援します。 

 

② 文化芸術活動の機会や場の充実 

地域文化芸術活動の充実を図るため、文化祭など地域に密着した文化振興イベント開催を支援しま

す。また、飯塚新人音楽コンクールについては、心温かいきめ細かな運営とともに、優れた新人演奏家の

発掘を支援します。 

 

③ 文化施設の整備・運営 

市民が文化施設を安心して安全、快適に利用できるよう、必要な整備や設備の改修等を行うとともに、

適切な運営に努め、環境整備を進めます。また、飯塚市文化会館の入館者及び各種文化事業の参加者

を増加させる取組を進めます。 
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６－６．歴史的・文化的遺産の保護と活用 

 

現状と課題 

歴史的・文化的遺産を取り巻く環境は、社会構造の変化により、大きく変化しています。地域の歴史

的・文化的遺産を支える社会的基盤が弱体化している一方で、観光や地域振興を目的としたその活用

が求められています。そのため、国は２０１８（平成３０）年に文化財保護法を改正し、指定・未指定の文化

財に関わらず地域に残されている貴重な文化財を地域総がかりで、計画的に保存・活用するため、都道

府県・市町村が作成する「文化財保存活用大綱」「文化財保存活用地域計画」をそれぞれ法に位置付

けました。 

本市には、原始から近代までの多様な歴史的・文化的遺産が存在しています。中でも、我が国の弥生

時代を代表する立岩遺跡、筑豊の石炭産業の繁栄を物語る旧伊藤伝右衛門邸や嘉穂劇場は本市の歴

史の特徴を物語るものです。こうした文化財に加えて、大分の獅子舞や綱分八幡宮神幸行事に代表され

る郷土芸能・伝統行事についても、次世代へ守りつなげる必要があります。 

こうした歴史的・文化的遺産を保存する上で、これらを生かし、多くの市民の理解を得るため、その活

用が重要となります。本市では、飯塚市歴史資料館において本市に関する文化財資料を展示し、旧伊藤

伝右衛門邸や嘉穂劇場については公開施設として活用しているところです。 

市内の歴史的・文化的遺産の詳細調査については十分とは言えない状況であるため、今後も引き続

き実施するとともに、点在する歴史的・文化的遺産を連携させた活用が求められています。 

 

施策の方針 

貴重な郷土芸能や歴史・文化資源を守り育み、文化の薫るまちづくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

指定文化財数 ５４件 ⇒ ５８件 

文化財に係る展示・公開施設の入館者数 ４０，７８１人 ⇒ ７０，０００人 
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施策を実現するための基本事業 

① 文化財の保存・整備・活用の推進 

市内の文化財について、緊急性を有するもの、重要な文化財については詳細調査を行い、その中で価

値が認められたものについては指定文化財、登録文化財として保存・整備・活用に努めます。 

 

② 地域に根ざした特色ある伝統文化の継承 

地域の人々に愛され育まれ、培われてきた郷土の芸能や伝統行事の保護継承を図り、青少年も含め

た後継者の育成などを支援します。また、市民に文化財等の情報を発信するとともに、市民が文化に触

れ、学習する機会の拡大に努めます。 

 

③ 教育・観光への活用の推進 

飯塚市歴史資料館にて展示活動や歴史講座等を積極的に開催し、市民の郷土の歴史学習活動を推

進するとともに、歴史資料館と学校や社会教育施設との連携を深め、学習活動の拡大を推進します。 

また、点在する歴史的・文化的遺産を連携させた周遊ルート・マップを作成し、その活用を図ります。 
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６－７．国際交流・多文化共生の推進 

 

現状と課題 

外国人住民の増加・多国籍化、多様性･包摂性のある社会実現の動き、デジタル化の進展、気象災害

の激甚化等、多文化共生施策を取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。 

国は、２０２０（令和２）年９月に「地域における多文化共生推進プラン」を改訂し、①コミュニケーション

支援、②生活支援、③意識啓発と社会参画支援、④地域活性化の推進やグローバル化への対応に取り

組んでいます。 

本市においても、外国人人口は増加しており、多文化共生の重要性が高まっています。 

本市では、市内在住の外国人に対する情報の提供や相談窓口を設置するほか、姉妹都市との交流イ

ベントを実施しています。 

今後も、言語や生活習慣の違いによる課題解決に向け、相談体制の強化や地域理解の促進を通じ、

誰もが安心して暮らせる多文化共生社会の実現が求められます。 

 

施策の方針 

誰もが暮らしやすい多文化共生のまちづくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

国際交流事業参加者数 ５５５人 ⇒ ８３０人 

飯塚国際交流推進協議会のボランティア数 ４７人 ⇒ ７０人 
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施策を実現するための基本事業 

① 国際交流の推進 

文化や教育、経済などの交流促進に向け、姉妹都市交流の継続・発展を推進するとともに、大学や関

係団体等との連携強化を図りながら、国際交流事業に取り組みます。 

 

② 多文化共生の地域づくり 

国籍や文化の違いを超えて、全ての市民が安心して暮らし、互いに尊重し合える地域社会の実現を目

指し、多文化共生の地域づくりに取り組みます。外国人市民への情報提供や相談体制の充実を図るとと

もに、地域における交流や相互理解を促進し、多様性を生かした地域づくりを推進します。 

 

③ 国際理解の推進 

文化の多様性について理解を深め、国際感覚豊かな人材の育成を図るため、国際交流事業を開催し

ます。 
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第７章 都市基盤・生活基盤 

７－１．災害・減災対策の充実 

 

現状と課題 

気候変動の影響により全国的に風水害の頻発化、激甚化が進んでおり、国は、国民の安全・安心を守

り、我が国の経済成長を確保するため、地震災害や風水害、火山災害など、あらゆる自然災害に対し、防

災・減災、国土強靱化に取り組んでいます。 

本市は遠賀川水系に位置し、山間部と市街地が混在する地形特性から、浸水害や土砂災害のリスク

を抱えています。また、市西部を縦断する西山断層帯による直下型地震が起きた際の最大震度は 7 と推

定されるなど震災についても大きなリスクを抱えています。このため、本市では、ハザードマップの作成・配

布、防災行政無線・河川監視カメラの整備、ホームページ、エリアメールやＳＮＳによる情報発信、市報へ

の啓発記事の掲載、地域自主防災組織育成のための出前講座や防災教育などに取り組んできました。

また、避難所の指定や備蓄物資の充実、避難行動要支援者名簿の整備も進めています。これらにより、

市民の防災意識の向上や初動対応力の強化といった成果が見られます。 

一方で、避難行動の実効性確保や個別避難計画の策定、老朽化した施設の更新、デジタル格差によ

る高齢者への情報伝達などが課題となっています。 

今後は、ハード・ソフト両面からの減災対策の一層の充実が求められます。 

 

施策の方針 

地域防災力の強化など災害に強い組織・ひとづくりを推進するとともに、風水害や土砂災害、地震等

に対する防災・減災施策を促進し、災害に強いまちづくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

自主防災組織活動カバー率 ８８．８％ ⇒ １００．０％ 

防災に関する訓練・研修の実施回数 １４回 ⇒ ２０回 

防災重点農業用ため池に関するハザードマップ

作成進捗率 
２８．４％ ⇒ １００．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 防災・減災意識の高揚と自主防災体制の確立 

災害から命を守る手段を市民に伝え、自助・共助能力の向上を図るため、「地域防災計画」の策定や

防災訓練・防災研修に取り組みます。また、地域主体の防災体制の確立に向け、自主防災組織の設立に

取り組み、消防団と協同して訓練を行います。 

 

② 避難行動要支援者等対策の充実 

誰一人取り残さない防災体制の構築に向け、高齢者や障がい者、乳幼児、妊産婦、医療的ケア児、難

病患者などの要配慮者のうち、特に自助による避難が困難な方に対する共助、公助を含む避難体制の

推進を図ります。併せて、特別な配慮や適切なケアが必要な方に対する支援の充実を図ります。 

 

③ 情報伝達機能の向上 

市民への確実な情報伝達を図るため、防災関連機器の充実を図るとともに要配慮者対策を行い、防

災行政無線、インターネット、メールなど複数の手段を活用した情報伝達機能の向上を図ります。 

 

④ 防災・減災対策の推進 

風水害や土砂災害を防ぐため、「地域防災計画」に沿った計画的な事業の推進に努めるなど、国、県

等の関係機関と連携しながら防災・減災対策を推進します。また、激甚化する水害に対し、遠賀川流域の

あらゆる関係者が協働して治水対策を行う「流域治水」へ転換を行い、流域全体で総合的かつ多層的

な対策を図ります。 
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７－２．消防・救急体制の充実 

 

現状と課題 

高齢化の進行により救急出動件数が全国的に増加しており、国は、救急需要増大への対応を進めて

います。具体的には、救急安心センター事業（♯７１１９）の更なる展開拡大や利用促進、救急車の適正

利用の推進、救急業務のＤＸ推進等に取り組んでいます。 

本市では、消防・救急活動の充実に向け体制づくりを進めてきました。地域防災力の大きな役割を担

っている消防団員数は減少傾向にあり、安全・安心なまちづくりに向け消防団員数の確保や人材育成が

課題となっています。 

また、高齢化の進行により救急出動件数が全国的に増加しており、本市の救急出動件数は年間約１１，

０００件で、１０年前と比べ増加傾向にあります。そのうち約６割が６５歳以上の高齢者であり、急病による

出動が大半を占めています。救命救急体制の更なる強化に向け飯塚地区消防組合と医療機関の連携

が必要となっています。 

 

施策の方針 

飯塚地区消防組合への支援による防災力の強化、火災等の災害現場における消防団活動の充実及

び救急体制の整備を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

消防団員充足率 ７２．０％ ⇒ ７５．０％ 

消防団による災害出動率 １００．０％ ⇒ １００．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 消防機関との連携強化 

訓練や研修を通じて、大規模火災をはじめ、各種災害に関する対応能力の向上を図るため、消防団の

人材確保に努めるとともに、消防機関との連携強化を推進します。 

また、広域的な消防体制の構築に対応するために、高度な知識や装備を必要としている飯塚地区消

防組合に対しての支援を継続するとともに、救急需要の多様化に対応するため、救急体制の整備を支援

します。 

 

② 消防施設・設備の充実 

迅速な消火活動が行えるように、消防団活動の拠点である消防詰所や消防ポンプ自動車等について

は、老朽化対策を行い、施設・設備の充実を図ります。また、消火栓や防火水槽といった消防水利につい

ては、既存水利の改良や修繕を行うとともに、必要な整備を進めていきます。 
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７－３．生活安全の向上 

 

現状と課題 

高齢者世帯の増加や幅広い年齢層におけるインターネット・ＳＮＳの普及、電子商取引の拡大などによ

り、地域コミュニティの希薄化や高齢者・こどもを狙った犯罪への対策が課題となっています。 

本市の刑法犯認知件数は年間約９００件を切り、ピーク時と比べ減少しているものの、自転車盗や特

殊詐欺被害が一定数発生しており、これ以外にも市内では不審者の声かけなど、市民の日常生活を脅

かす事案が発生している状況です。また、交通事故件数についても年々減少はしていますが、高齢者の事

故割合が依然高い傾向にあります。 

本市では、防犯灯のＬＥＤ化や維持管理（自治会への支援）、警察や地域団体との連携、防犯パトロー

ル支援などを実施してきました。これにより、犯罪発生件数の抑制や地域の見守り体制強化につながって

います。 

一方で、地域活動の担い手不足や、インターネット犯罪など新たな脅威への対応が課題となっていま

す。 

今後は、デジタルと地域力を組み合わせた生活安全対策が求められます。 

 

施策の方針 

地域での防犯、交通安全、消費者保護への取組により、安全で安心して日常生活が送れる環境づくり

を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

刑法犯認知件数 ８６６件 ⇒ ８２３件 

防犯灯設置本数 １２，６００本 ⇒ １２，８７５本 

交通事故発生件数 ４０２件 ⇒ ９４件 
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施策を実現するための基本事業 

① 防犯体制づくりの推進 

安全・安心なまちづくりの推進のため、警察、行政、地域住民等が連携した地域防犯体制や連絡体制

づくりを推進するとともに、それらの活動に対し、積極的な支援を行います。また、防犯環境の充実を図る

ため、防犯灯等の整備を行います。 

 

② 防犯意識の高揚 

防犯意識の高揚に資するため、飯塚地区安全・安心まちづくり住民総決起大会の開催や広報紙やホ

ームページによる啓発活動及び情報提供、学校での防犯教育等を推進します。 

 

③ 交通環境の向上 

交通安全教育や交通安全運動の実施などにより、交通ルールの順守や飲酒運転撲滅に対する意識

の高揚、こども、高齢者、障がい者等の交通弱者の安全と人権を尊重した道路交通環境の向上を図りま

す。 

 

④ 消費者保護の充実 

消費者トラブルの被害者救済に加え、被害の多様化・複雑化に対応し、消費者の被害を未然に防止す

るため、関係機関との連携のもと、悪質商法等に関する情報提供や啓発に努めるとともに、消費生活相

談員の更なる能力向上を図るなど、相談体制の充実を図ります。 

 

 

  



61 

 

７－４．計画的な土地利用の推進 

 

現状と課題 

人口減少と高齢化の進行により、都市構造の集約化や効率的な土地利用が全国的に求められていま

す。国においては立地適正化計画の策定が進められ、持続可能な都市経営への転換が重要視されてい

ます。 

本市では、市街地の拡散や中山間地域の過疎化が進行している一方で、今後は急速な人口減少が

見込まれており、空き地や空き家の増加や将来的なインフラ維持コストの増大が懸念されています。 

このような中、国においては「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が施行されました。これ

により、本市では住宅及び医療・福祉・商業、その他の居住に関連する施設の立地の適正化を図るため

の「飯塚市立地適正化計画」を２０１７（平成２９）年に作成し、２０２５（令和７）年に中間改定を行いまし

た。また、上位計画である「飯塚市都市計画マスタープラン」を２０２２（令和４）年に改訂し、都市計画の

将来ビジョンやその実現に向けた土地利用をはじめとする都市づくりの方針を明らかにするとともに、用

途地域の適正化や市街地整備を進めてきました。 

しかし、人口動態の変化に即した柔軟な土地利用には課題が見られます。 

今後も、居住誘導区域の考え方を踏まえたコンパクトなまちづくりと拡散型の都市構造から拠点連携

型の都市構造への転換により、暮らしに必要なサービスや居住環境の確保を図る必要があります。 

 

施策の方針 

総合的な土地利用計画のもとで、住環境や地域経済を見据えた土地利用を図り、自然と調和を図り

ながら将来において持続可能な都市として、暮らしやすいまちづくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

居住誘導区域内における人口の市域全体の人

口に対する割合 
確認中 ⇒ 対前年度比増 
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施策を実現するための基本事業 

① 計画的な土地利用の推進 

社会経済状況の変化に対応したまちづくりを進めるため、都市計画法等の手法を用いて、必要な規制

と誘導により計画的な土地利用を推進し、都市機能の増進や住居環境の向上を図ります。 

 

② 拠点連携型の都市づくりの推進 

潤いある自然の中で、市域の拠点である中心拠点と日常生活を支える地域の拠点となる複数の地域

生活圏の形成を図るとともに各拠点を鉄道やバスなどの公共交通で結び、拠点間が相互に連携した拠

点連携型の都市構造の実現を目指した土地利用を進めます。 
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７－５．定住環境の充実 

 

現状と課題 

国は、東京一極集中の是正と地方の活性化に向け、２０１４（平成２６）年に「まち・ひと・しごと創生法」

を制定し、その後、現在に至るまで、地方への移住定住を推進しています。 

本市では、空家等に関する相談は年々増加しており、住環境の質を維持することが課題となっているこ

とから、住宅取得支援や空家等対策、生活利便施設の充実に取り組んできました。子育て世帯向け施策

と連動した定住促進策に一定の成果が見られ、近年は転入超過となっていますが、若年層については、

福岡都市圏や首都圏等への転出により、転出超過が続いています。 

今後は、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して生活できるように、安全で快適な住環境の

整備を図るとともに、空家等の利活用や買い物弱者への対応も含め、居住空間のあり方等を検討し、幅

広い世代のニーズに対応した定住環境の整備を図る必要があります。 

 

施策の方針 

全ての人が安心して暮らせる、魅力ある良質な住環境の整備を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

支援制度を利用した移住者数（累計） １，３５４人 ⇒ ２，６７８人 
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施策を実現するための基本事業 

① 空家等対策の推進 

適切に管理されず老朽化した空家等による周辺環境への悪影響を防止するため、老朽危険家屋の解

体を促進するとともに、空家等の有効利活用を推進し、定住環境の整備を図ります。また、空家等の管理

は第一義的には所有者等の責務であるため、空家等に関わる相続や適正管理についての出前講座な

どによる所有者等の意識の啓発に努めます。 

 

② 移住・定住施策の推進 

子育て支援や雇用の創出等による若年層の定住促進をはじめ、地域特性を生かした産業の振興、次

代を担うこどもの育成などにより、市外から人を呼び込み、市内の人が住み続けたいと感じられるよう、魅

力ある移住・定住施策を積極的に推進します。また、周辺自治体との連携を図り、良好な定住環境の整

備に努めます。 

 

③ 安心して暮らせる公営住宅の提供 

地域の社会福祉を支える観点を踏まえ、公営住宅が必要な方に、安心・安全で快適な住環境を提供

できるよう管理戸数の適正化を推進し、セーフティーネット住宅として、住宅に困窮する人々が安定した生

活基盤を確保できるよう住居の提供に努めていきます。 
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７－６．公共交通の維持と利便性の向上 

 

現状と課題 

利用者の減少や運転手不足により、公共交通事業者の経営環境は悪化しており、地域公共交通の

維持が全国的な課題となっています。また、免許返納後の高齢者の移動手段の確保の重要性が増大し

ています。国では、地域交通法を改正し、持続可能なサービス提供の確保に向け、地域自ら地域交通を

デザインし、移動ニーズに応えられる制度や、多様な関係主体の連携・協働を促進する制度を創設してい

ます。 

本市では、路線バス利用者数の減少が続いており、路線の一部廃止に伴う交通不便地域の拡大が懸

念されています。また、高齢者人口の増加により、移動支援ニーズは高まっています。本市では、地域公共

交通計画に基づき、路線の見直しやデマンド交通の導入を進めてきた結果、一定の移動手段確保につ

ながっています。 

しかしながら、地域公共交通の重要性が高まる中、地域の特性や住民ニーズに即した持続可能な地

域公共交通の構築に向け、今後は、利用促進と効率的な運行の両立が求められています。 

 

施策の方針 

生活交通を維持・確保するとともに、利便性を向上させることにより、市民の移動手段の確保を推進し

ます。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

コミュニティ交通利用者数 １０９，１７４人 ⇒ １２２，０００人 
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施策を実現するための基本事業 

① 生活交通の維持・確保 

市民の移動手段を確保するため、民間交通事業者と協力しながら、路線バスの維持に努めます。また、

高齢者等が日常生活に必要な移動手段を確保できるよう、コミュニティ交通については地域に応じた運

行を図るとともに、交通機関間の結節にも配慮し、公共交通全体の充実を目指します。 

 

② 広域交通の利便性の向上 

市域をまたいで運行する路線バスについては、運行事業者や沿線自治体と連携して確保・維持に努

めます。鉄道については、ＪＲに対して既存路線の利便性維持・向上を要望するとともに、連携して市内各

駅のバリアフリー化を推進します。また、福岡市営地下鉄福岡空港駅とＪＲ篠栗線の接続について、関係

機関と連携を図りながら取り組んでいきます。 

 

③ 買い物弱者対策の推進 

住み慣れた地域で安心して暮らせる定住環境の整備に向け、食料品や生活用品の購入に支障をきた

している実態を把握の上、身近な移動手段の確保等に取り組みます。 
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７－７．公園・緑地の整備 

 

現状と課題 

公園や緑地は、こどもからお年寄りまでの幅広い年齢層の自然とのふれあい、レクリエーション活動、

健康運動、文化活動等多様な活動の拠点となっています。国は、２０１７（平成２９）年の都市公園法改正

により公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ）を創設するなど、官民連携による公園の柔軟な管理運営を促進

しています。 

本市には多くの公園がありますが、施設の老朽化や管理負担が課題となっています。利用状況にも地

域差があります。本市では、公園の計画的な整備や遊具更新、緑化推進に取り組んできました。その結果、

市民の利用促進に一定の成果が見られています。 

しかし、維持管理コストの増大が課題となっていることから、今後は、施設の長寿命化に加え、持続可

能な公園管理を目指し、公園・緑地の配置において最適化を進める必要があります。 

 

施策の方針 

地域特性にあった公園・緑地の適正配置や整備を行い、良好な住環境と一体となった憩いと安らぎの

空間形成を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

公園・緑地面積 １９１．７ｈａ ⇒ １７３．０ｈａ 

  

68 

施策を実現するための基本事業 

① 安全・安心な公園・緑地の整備 

市民が安全で安心して使えるよう、公園・緑地の安全性の確保と施設の機能維持に努めます。また、市

民ニーズを踏まえ、公園の適正配置に伴う効率的な利活用を推進します。 

 

② 魅力ある水辺空間の整備 

やすらぎと魅力あふれる空間の形成を図るため、遠賀川などの自然豊かな水辺空間の適切な維持管

理と利用を促進します。 

 

③ 花いっぱい運動の推進 

花あふれるまちづくりのため、市民や地域、企業等と協力して、地域の公共用地や公共施設をはじめ、

宅地内や企業用地に花を植える花いっぱい運動を推進します。 
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７－８．道路の整備 

 

現状と課題 

全国的に、高度経済成長期に整備された道路インフラの老朽化に伴う維持・更新や、激甚化・頻発化

する自然災害への防災・減災対策などに対応した道路ネットワークの構築が課題となっています。 

本市には、東西方向に国道２０１号、国道２０１号バイパスが、南北方向に国道２００号、国道２００号バ

イパス、国道２１１号が通過しており、それら国道を骨格として県道や市道が補完し市域の道路網が形成

されています。集約型の都市づくりを進めるために、今後も国道、県道、街路網整備を推進していくことが

必要です。 

一方、市道など生活道路を中心に老朽化が進んでいることから、交通安全や防災面での対応が必要

となっています。そのため、本市では、計画的な道路改良や維持補修、バリアフリー化を進めており、利便

性や安全性の向上に一定の成果が見られています。しかし、限られた財源や人員の中、整備が十分でな

い箇所もあることから、国の補助金を活用するとともに、優先順位を明確にした効率的な整備を推進する

必要があります。 

 

施策の方針 

広域的な道路ネットワーク形成や安全で人にやさしい道路や橋りょうの整備を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

橋りょう補修の延べ実施数 － ⇒ ２０橋 

道路舗装・補修の延長距離 － ⇒ １９，０００ｍ 

都市計画道路整備率 ５０．０％ ⇒ ５１．０％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 国道整備の推進 

主要幹線道路である一般国道２００号、２０１号及び２１１号について、地域の交通状況を踏まえた道路

網の整備を促進し、福岡・北九州都市圏をはじめとする県内各地との広域的なネットワークの強化を図り

ます。今後も、関係機関と連携し、国、県に対して道路整備の促進や必要な財源の確保等について要望

活動を推進します。 

 

② 県道整備の推進 

国道等主要幹線道路を補完する県道飯塚大野城線をはじめ、県道飯塚穂波線など重要路線の事業

促進のほか、未整備区間の早期整備を要望し、安全・安心な道路交通環境の改善を推進します。 

 

③ 安全・安心な市道・橋りょう整備の推進 

市道については、市民生活の利便性や安全性の確保に向け、計画的な道路の整備を推進するととも

に、全ての人に配慮したバリアフリー化を推進します。また、橋りょうについては、「飯塚市道路橋長寿命化

修繕計画」に基づき、計画的な整備を進めます。 

 

④ 都市計画道路事業の推進 

都市計画道路新飯塚潤野線の整備を促進するとともに、本市の主要拠点を結び、都市の骨格となる

都市内幹線道路の整備を推進します。また、都市計画道路については、社会情勢の変化、都市政策の転

換、将来都市像の変化等による継続性・安定性を検証し、必要に応じて見直しを行います。 
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７－９．上下水道の整備と更新 

 

現状と課題 

全国的に、人口減少に伴う料金収入の減少、職員数の減少及び維持管理業務の拡大に加え、施設更

新需要の増大により、上下水道事業の経営環境は厳しさを増しています。国では、強靭で持続可能な上

下水道インフラを次世代に守り継ぐため、複数自治体による事業運営の一体化や施設の最適配置、人

材の確保育成の支援を行っています。 

本市の上水道普及率はほぼ１００％に達していますが、管路の多くが更新時期を迎えています。下水道

についても整備が進んでいる一方、普及率の向上と下水道施設の老朽化対策が課題となっています。こ

れまで、本市では、計画的な管路更新や耐震化、浄水・処理施設の機能維持に取り組んできたことから、

漏水対策や水質管理により、安全で安定した供給体制を維持しています。 

今後は、料金収入について、人口減少により減少が見込まれるため、長期的視点に立った更新計画と、

経営の効率化、広域的な連携の検討が必要です。 

 

施策の方針 

安定した事業経営により上下水道の整備・更新を実施し、安全で安心な水環境を実現するとともに清

潔で快適な生活環境づくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

有収率 ８４．３％ ⇒ ８９．２％ 

汚水処理人口普及率 ８５．２％ ⇒ ８９．８％ 

水洗化率 ９２．８％ ⇒ ９３．９％ 

  

72 

施策を実現するための基本事業 

① 経営基盤の強化 

安定的で継続的な上下水道事業の運営に加え、利用者の満足度を向上させるため、公平で適正な費

用負担による上下水道インフラ機能の確保と経費削減に努め、経営基盤の強化を図ります。 

 

② 水道施設の維持・管理 

安全で安心な水を安定供給するため、計画的な老朽管及び老朽施設の更新、耐震化等を実施すると

ともに、将来の給水量の減少を踏まえた適切な水道施設の最適化に取り組み、適正な維持・管理に努め

ます。 

 

③ 公共下水道事業の整備と更新 

快適な生活環境づくりを推進するため、事業計画に基づき計画的に整備を実施するとともに、計画的

に老朽管及び老朽施設の更新を実施し、持続可能な維持・管理に努めます。 
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第８章 自然環境 

８－１．自然環境の保全 

 

現状と課題 

自然環境を美しく健全な状態で将来世代に引き継いでいくため、気候変動や生物多様性の損失が国

際的課題となっており、自治体にも環境保全への積極的な対応が求められています。また、自然環境は

防災や観光の面でも重要な資源となっています。 

本市は、山林や河川など豊かな自然環境に恵まれていますが、里山の荒廃や外来生物の影響が課題

となっています。本市では、環境保全活動の支援や自然観察会の開催、河川美化活動などに取り組んで

きました。その結果、市民参加型の取組により、環境意識の向上が図られています。 

しかし、担い手の高齢化や活動の継続性に課題があります。豊かで美しい里地里山・里川などの自然

環境を保全していくための取組や適切な維持管理を行っていくことも必要です。また、これからの河川整

備は、環境問題への関心の高さを背景に環境に配慮した川づくりが求められており、多様な生き物が生

息できる良好な水辺空間づくりを進め、市民が河川で自然体験や学習ができる場を提供することが必

要です。 

 

施策の方針 

自然環境の保全に努めるとともに、市民の環境保全意識の高揚、生態系の保護のための活動を推進

します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

ボランティア清掃活動参加者数 １９，２９５人 ⇒ ２０，０００人 

荒廃竹林整備面積（累計） － ⇒ ４０．０ｈａ 
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施策を実現するための基本事業 

① 森林の保全 

山林・里山の荒廃を防ぎ、美しい森林を保全するため、適切な森林整備を行い、市民・各種団体が活

用できる竹粉砕機を貸し出すなど、荒廃森林及び荒廃竹林の整備を推進します。 

 

② 水辺環境の保全 

水辺の賑わい創出や良好な自然環境の活用に向け、関係機関と連携し、親水空間の創出を図るとと

もに、多様な生き物の生息が可能な水辺環境づくりに努めます。また、水辺環境の保全に向けたイベント

等の機会の提供、サポート人材の育成、活動プログラムの整備、情報の提供に努めます。 

 

③ 自然環境保全活動の推進 

安全な生活環境を守るため、市民と連携し、自然環境に重大な影響を及ぼす事業活動の防止に努め、

自然環境の保全を図ります。また、自然環境に対する意識の啓発に努めるとともに、市民、各種団体、ＮＰ

Ｏ、事業者等と連携・協働し、自然環境の保全に関する情報共有や協力体制づくりに努めます。 

 

④ 生物多様性の保全 

豊かな自然環境や野生生物の生息・生育環境の保全・再生を図り、生態系の多様性の保持に努めま

す。また、在来種を保全するとともに、外来生物の対策を推進します。 
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８－２．快適な生活環境づくり 

 

現状と課題 

環境問題に対する関心の高まりとともに、環境保全活動に参加したいと考える住民が増加し、企業に

おいても環境保全型の活動に対する関心が高まっています。また、生活環境の質が定住や健康に与える

影響が重視されており、「生活環境」における苦情・相談についても複雑化・多様化している状況です。 

本市では、大気汚染の主な発生源となる大規模工場が少ないことから概ね良好ですが、近年、微小粒

子状物質（ＰＭ２．５）や光化学オキシダント等の市域外を発生源とする大気汚染が発生しており、定期的

な測定とともに迅速な情報提供が必要となっています。遠賀川本流、支流河川の水質汚濁の原因は、主

に家庭排水によるもので、生活雑排水などの浄化の促進とともに、そのための啓発活動と定期的水質監

視が必要です。 

本市では、水のきれいな、ごみのない快適な生活環境の保全を図るため、不法投棄などへの公害対策

の強化、まちの環境美化、空き地等の適正管理、動物愛護や適正飼育等の啓発、指導に努め、衛生的な

生活環境づくりに取り組んできました。その結果、快適な生活環境の確保に一定の成果を上げています。 

今後も、市民意識の更なる向上が必要であり、引き続き、地域と協働した環境改善の取組が求められ

ています。 

 

施策の方針 

公害対策の強化等を通して、快適な生活環境づくりを推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

水質検査地点における環境基準達成率（ＢＯＤ

検査） 
８７．０％ ⇒ １００．０％ 

合併処理浄化槽普及率 ３６．２％ ⇒ ３８．６％ 
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施策を実現するための基本事業 

① 合併処理浄化槽設置事業の推進 

公共下水道事業計画区域外及びその他の汚水処理施設の処理区域外での水質改善に向けた生活

雑排水対策として、合併処理浄化槽設置を推進します。 

 

② 河川の水質保全 

河川の水質保全のため、遠賀川本流、支流河川での定期的なＢＯＤの測定により、水質の監視を行う

とともに、水質改善に向けた啓発活動を実施します。 

 

③ 環境美化活動の推進 

地域環境の保全と美化のため、市民、各種団体、ＮＰＯ、事業者等と行政が連携・協働し、各地域での

清掃、美化活動を推進していきます。また、不法投棄防止、ごみの持ち帰り、ペットの糞の持ち帰りなど、環

境マナーの啓発と監視、指導等の強化に努めます。 

 

④ 産業廃棄物対策の推進 

産業廃棄物処理に関する許認可・指導権限を有する県に管理強化を要請するとともに、地域住民の

不安解消のため、事業者による適正処理の実施を促進します。 
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８－３．循環型社会・脱炭素社会の推進 

 

現状と課題 

国は、「第５次循環型社会形成推進基本計画」を２０２４（令和６）年に策定し、循環経済への意向によ

る循環型社会の形成を推進しています。また、「地球温暖化対策計画」を２０２５（令和７）年に改定し、２

０３５（令和１７）年度、２０４０（令和２２）年度において、温室効果ガスを２０１３（平成２５）年度からそれぞ

れ６０％、７３％削減することを目指すため、その実現に向けた対策や施策が盛り込まれています。 

本市では、家庭部門からのＣＯ２排出量が一定割合を占めており、市民の行動変容が重要となってい

ます。そのため、２０２２（令和４）年に「第３次飯塚市環境基本計画」を策定し、環境にやさしいまちづくり

を進めることにより、人と自然の共生を実現する「人＋自然＋やさしいまち＝いいづか」を目指すこととして

います。具体的には、市民、事業者、環境団体、学校、行政が協働・連携することで、環境にやさしいまちづ

くりの取組を進めています。これまで、４Ｒ（不要なものは断る・ごみの発生抑制・再使用・再生利用）の推

進、省エネ啓発や再生可能エネルギー導入支援、公共施設での省エネ対策を進めてきました。 

しかしながら、取組の効果が見えにくく、市民や事業者が環境保護に積極的に取り組むための施策が

求められています。 

今後は、わかりやすい情報提供やサポート体制を強化し、市民や事業者が循環型社会の実現に向け

た環境を整備することが重要です。 

 

施策の方針 

環境教育の徹底、リサイクル意識の高揚の促進やごみ減量化等を図ることにより、循環型社会の形成

を推進します。 

 

目標達成指標 

目標達成指標 
基準値 

２０２５（令和７）年 
 

目標値 
２０３６（令和１８）年 

一人当たりの一般廃棄物の排出量※ ９８４．０ｇ/人・日 ⇒ ９５８．０ｇ/人・日 

リサイクル率※ ２０．８％ ⇒ ２１．２％ 

温室効果ガスの排出量 ７０６．０千ｔ－ＣＯ２/年 

（Ｒ５） 
⇒ 

５０４．４千ｔ－ＣＯ２/年 

（Ｒ１６） 

※２０２６（令和８）年度現在 一般廃棄物処理基本計画の見直し中であるため、目標値は変更する可能性

がある。 
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施策を実現するための基本事業 

① 環境教育の充実 

環境に対する意識の高揚を図るため、環境教育・環境学習推進体制づくりに努めるとともに、市民、各

種団体、ＮＰＯ、事業者、学校などあらゆる活動主体に対して、環境教育・環境学習の支援に必要な情報

の提供を行います。 

 

② 省エネ活動の啓発と脱炭素型エネルギーの利活用推進 

「地球温暖化対策実行計画」に基づき、自然と地球環境にやさしい生活を実現するため、省資源・省

エネルギーの普及促進に努めます。また、地域の特性や地域資源を生かした再生可能エネルギーの利

活用の推進、エネルギーの地産地消に努め、地域内経済循環の手法等の検討を行い、持続可能な脱炭

素社会の実現を目指します。 

 

③ ４Ｒの推進 

ごみの発生抑制や再使用の取組を推進するとともに、ごみの資源化を円滑に推進するための分別・排

出ルールを周知徹底するとともに、集団資源回収の実施団体を支援します。 

 

④ ごみ処理施設の適正管理と整備 

循環型社会形成に向けて、ごみの適正処理並びにリサイクル率の向上、効率的なごみの収集・運搬体

制を再構築するため、中長期的かつ広域的な視点での再編整備について、施設組合及び組合を構成す

る周辺自治体と連携し推進します。 

 




